
第３回 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議

日時：平成２６年１２月１０日（水）13時～

場所：ホテルクラウンパレス浜松 松の間

次 第

１．開会

２．挨拶 ＳＥＮＡ会長 鈴木浜松市長

３．基調講演

講師 ：日本学術会議会長 豊橋技術科学大学学長 大西隆 先生

テーマ：地域と大学が連携した人財育成

４．基調報告

報告者：文部科学省高等教育局専門教育課 企画官 小谷利恵 氏

テーマ：大学における産業界と連携した教育活動の充実について

５．事業報告

三遠南信地域産学官人財育成事業について

６．円卓会議討議

（１）テーマ１ 人財育成の取り組みについて情報交換

（２）テーマ２ 継続的に取り組むためのアクションプランについて

（３）テーマ３ 今後の進め方について

７．まとめ

８．閉会
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地域と大学が連携した

人財育成

三遠南信円卓会議

2014年12月

豊橋技術科学大学長

大西隆



１．人口減少時代の構造

• 総人口の減少
• 既にピークを過ぎ、2060年に8,670万人(4,130万人減）、
2100年には5,000万人(7,800万人減）と推計されている
（社会保障・人口問題研究所中位推計）

• 高齢化
• 老年従属人口指数(65歳以上人口／15-64歳人口×100）
は2010年に36.0、2060年に78.4、2100年に82.4。

• 一極集中
• 東京圏(1都3県）のシェアは、2010年27.8％、2040年
30.1％、と増加する。

• しかし、東京圏の人口は、2010年3,560万人、2040年
3,230万人、と減少する。
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図 わが国の人口、高齢化、集中

総人口（左目盛） 東京圏の人口

老年人口/生産年齢人口（右目盛） 東京圏のシェア



１－１ 適応策と緩和策が必要

適応策（Adaptation）

〇人口減少社会は避けれられないとして、社会のあり方を適

応させる。

�コンパクトシティ政策で、都市を集約化。

�技術を磨き、選択と集中で輸出力強化。

�減少するGDPに対応して、今から財政再建、集団的安全保障強化。
�公助から、自助、共助へ。

緩和策（Mitigation)

〇合計特殊出生率を回復させ、人口安定社会を実現する。

�子づくり・子育て期を社会制度化して、この間のWLバランスを特に
重視。残業廃止・週休3日・・。

�女性の社会進出を妨げる制度、慣習の廃止。

�子育て期終了後、70歳まで就労。



多極的なコンパクトシティ

現実的な変化でコンパクト化

１－２ 適応策

コンパクトシティとネットワーク



◆区域内における居住環境の向上◆区域内における居住環境の向上◆区域内における居住環境の向上◆区域内における居住環境の向上

・区域外の公営住宅を除却し、区域内で建て替える

際の除却費の補助

・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案制度

（例：低層住居専用地域への用途変更）

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案の概要(国土交通省資料）

●立地適正化計画（市町村）●立地適正化計画（市町村）●立地適正化計画（市町村）●立地適正化計画（市町村）

・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランマスタープランマスタープランマスタープランを作成

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ多極ネットワーク型コンパクトシティ多極ネットワーク型コンパクトシティ多極ネットワーク型コンパクトシティ）

都市機能誘導区域都市機能誘導区域都市機能誘導区域都市機能誘導区域

生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに

誘導する施設を設定

◆都市機能◆都市機能◆都市機能◆都市機能（福祉・医療・商業等）（福祉・医療・商業等）（福祉・医療・商業等）（福祉・医療・商業等）の立地促進の立地促進の立地促進の立地促進

○誘導施設への税財政・金融上の支援○誘導施設への税財政・金融上の支援○誘導施設への税財政・金融上の支援○誘導施設への税財政・金融上の支援

・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例

・民都機構による出資等の対象化

・交付金の対象に通所型福祉施設等を追加

○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等

の緩和の緩和の緩和の緩和

・市町村が誘導用途について容積率等を緩和するこ

とが可能

○公的不動産・低未利用地の有効活用○公的不動産・低未利用地の有効活用○公的不動産・低未利用地の有効活用○公的不動産・低未利用地の有効活用

・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する場合、

国が直接支援

◆歩いて暮らせるまちづくり◆歩いて暮らせるまちづくり◆歩いて暮らせるまちづくり◆歩いて暮らせるまちづくり

・附置義務駐車場の集約化も可能

・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車場

の設置について、届出、市町村による働きかけ

・歩行空間の整備支援

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント

ロールロールロールロール

・誘導したい機能の区域外での立地について、届

出、市町村による働きかけ

居住誘導区域居住誘導区域居住誘導区域居住誘導区域

居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◆区域外の居住の緩やかなコントロール◆区域外の居住の緩やかなコントロール◆区域外の居住の緩やかなコントロール◆区域外の居住の緩やかなコントロール

・一定規模以上の区域外での住宅開発について、届

出、市町村による働きかけ

・市町村の判断で開発許可対象とすることも可能

◆公共交通を軸とするまちづくり◆公共交通を軸とするまちづくり◆公共交通を軸とするまちづくり◆公共交通を軸とするまちづくり

・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法）

・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用◆区域外の住宅等跡地の管理・活用◆区域外の住宅等跡地の管理・活用◆区域外の住宅等跡地の管理・活用

・不適切な管理がなされている跡地に対する市町村

による働きかけ

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を行う

ための協定制度

・跡地における市民農園や農産物直売所等の整備を

支援

◆誘導施設への税制支援等のための計画と中活法に基づく税制支援等のための計画のワンストップ申請

予

算

予

算

予

算

予

算

予

算

予

算

予算予算

税制税制

※下線は法律に規定するもの

予

算

予

算

予

算

予

算

公共交通公共交通公共交通公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定

予

算

予

算

・地方都市では、高齢化が進む中で、市街地が拡散して低密度な市街地を形成。大都市では、高齢者が急増。

背景背景背景背景

法案の概要法案の概要法案の概要法案の概要
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１－２ 適応策 安全なまちづくり

•市街地を災害危険地帯から撤収させ、安全なまち
づくりをすすめる。

• 津波、土砂災害、軟弱地盤、河川氾濫など自然災害に
弱い地域から住宅・人の集まる施設を撤退させる

• コンパクトシティ化に合わせて、安全場所に集約を
図る。

• これらを長期の視点で、持続的にすすめる。



１－３ 緩和策

多様な政策によって出生率を向上させる

•子づくり・子育て期の制度化
• 20代ー30代前半を子づくり・子育て期として、WLバラン
ス上、Ｌを重視した制度とする。労働時間短縮、休日増

加、残業禁止、テレワークの促進

•定年70歳制度
• 子づくり・子育て期の制度化に対応して、就業年齢を70
歳まで引き上げる

•職場のフラット化
• 職種の専門分化をすすめ、成果主義による評価を普及
させる

•子づくり・子育てしやすい社会環境の整備



出生率がフランス並みに成った場合

(国土交通省資料）



２ 東京と地方

東京への集中問題(東京vs地方）

• シェアは増えるが、東京圏でも人口減少が始まる。

• 「過密過疎の同時解消論」、つまり、東京圏から地
方圏への人口諸機能分散により、東京圏の過密

問題と、地方圏の過疎問題を同時に解決する、と

いう方策は成立し難い。

•地方は、自立的に人口減少対策を立てる必要が
あり、東京圏も少子高齢化、人口減少問題に取り

組まなければならない。

•防災時の危機管理などの観点から機能配置論は
引き続き課題。



２－１ 地方圏の振興

•国内外の市場で如何に競争力を確保するか。

•技術立国・・産学連携で、技術革新による競争力
確保。

•研究開発大学＋橋渡し研究機関＋企業の組み合
わせが重要。

•各地に集積形成、企業化促進。



技術立国の原点に帰る

•基礎研究・応用研究→橋渡し→実用・産業化
• 基礎から産業化までを対象にした地域産業・雇用政策
• 地域の範囲を超えてダイナミックな展開、国際化

•地域の研究･人材育成機関と県･市町村が連携
• 国立大学を地域の拠点に
• 産学公連携で戦略的な研究開発

•地域のライフスタイルのブランド化
• 地域資源をベースにした技術と産業の振興



ジェーン・ジェイコブス 都市の原理

1820年代から30年代にかけてデトロイトが成長をはじめたとき、最初の移出品は小麦粉で

あった。製粉所の近くの丸太小屋では、製粉機を修繕したり、製粉機の増加を賄うため、

新しい部品や機械がつくられ、また湖岸に沿う造船所では、小麦粉取引用の貨物船がつく

られた。ところで、この造船所における船舶用エンジンの製造は、製粉機の製造という古

い仕事に、機械工作工によって追加されたものである。こうして今度は、船の移出が増え

るにつれて、船舶用の他の部品や材料の供給とともに、造船所はエンジン製造工場やその

部品工場としての役割も高め、1860年代までに船舶用エンジン自体がデトロイトの重要な

移出品になった。さらにエンジン産業の成長につれて、その産業自体に対する供給産業も

増えた。部品や工具を製造する工場、金属類を供給する産業がそれである。最も重要な供

給産業は精練所で、それは地元で生産された鉱石からつくった銅の合金を、真鍮製バルブ

やエンジン用金具の他の部品を製造する工場に供給した。やがて精練所もまたデトロイト

の外に顧客を見つけ、銅は1860年代から80年代にかけて最大の移出品になったのである。

ところが、1880年ごろ地元の鉱石は底をつき、デトロイトの精練所は閉鎖のやむなきに

至った。しかし、1880年までのデトロイトは、塗料・ニス・蒸気発生機・ポンプ・潤滑装

置・工具・スト－ブ・医薬品・家具・スポ－ツ用品などなどの極めて膨大な移出品を生産

していたので、これらの移出品がまもなく銅精練産業の損失を償って余りあるほどの役割

を果たした。その経済のなかから、20年後に自動車産業が現われ、デトロイトの重要な移

出品の最後を飾ることになった。

基幹産業が拡大し、非基幹産業が基幹産業化するという過程を反復しつ

つ、都市は成長過程をたどる



地域産業の発展

•基幹産業（域外市場産業の発展）
• 外貨を獲得する産業の必要

•基幹産業の継続的な形成
• 基幹産業は長く持たない場合もある

•地域産業による域内循環型経済の形成
• 種々の地域需要に応える産業が、地域経済の厚みを
造る



３ 地域を取り巻く課題

アジア化の変化

●2050年アジアの人口は52.2億人（58.6％）。

●都市人口に占めるアジア都市のシェアは５４％へ。欧米の時

代からアジアの時代へ（人口、都市中心の経済活動）

●人（観光・留学）、物（貿易）、金（投資）、情報の流れで東アジ

ア・東南アジアのウエイト増加

●留学生の減少等、日本人の内向き傾向。
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アジア

54%

ヨーロッパ
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ラテンアメリカカ

リブ
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北アメリカ

6% オセアニア

1%1950年
2050年

都市人口のシェア（国際都市人口のシェア（国際都市人口のシェア（国際都市人口のシェア（国際連合都市人口予測）連合都市人口予測）連合都市人口予測）連合都市人口予測）



３ 地域を取り巻く課題

災害・エネルギー分野の変化

●エネルギーの低炭素化⇒持続可能な社会

●自然災害との共存・・防災の限界・「減災」の考え

方＝安全な場所に住むことが基本

防災施設（防波堤・防潮堤）とまちづくり、避難

●災害大国における一極集中構造の危険性も認識

●原子力エネルギーの制御不能な危険性認識、再

生可能エネルギーの活用が急務



３ 地域を取り巻く課題

ガバナンスの変化

●計画を立て、予算を割り当てるトップダウンの「哲

人政治」－官主導の政策運営は縮小。参加型合意

形成の仕組みが発達。

●行政でも、中央官庁の役割低下、地方自治体の

比重増大。

●地方では、広域行政による経済・環境・交通政策

の推進。

●国際的にも、アジア・太平洋地域での多国間で、

重層的な合意形成が必要。



４ 大学と地域

大学をめぐる状況

• 18歳人口は、現在120万人強⇒2031年 100万人
⇒2060年60万人

•大学進学率 51％程度(2011年）、49.9％（2013年）

•入学者(2011年） 私立大学 47万人、国立大学10
万人、公立大学3万人

• 大学の冬の時代・変革の時代
• ・国立大学の(運営費交付金の）在り方について、
財政制度審議会、産業競争力会議、文科省委員

会などで議論。



21世紀に求められる人財像

•多様性のある国のリーダー
⇒大都市、中小都市、多自然居住地域ありの三遠

南信(国土の縮図地域）で生まれる可能性

•技術立国の重要性
⇒世界の中での日本の役割は技術(科学）

•人財の育成
⇒学習ー体験ー学習ー体験の繰り返し



地域をベースとした人財育成の

連携

連携

•地域の大学等高等教育機関の連携
•教育機関と自治体、企業、市民団体などとの連携

機能

•各地・世界から人財を結集、地域にも供給

•共同研究で地域の課題、地域の産業の課題をとも
に解決



大学における産業界と連携した教育活動の充実について

平成２６年１２月１０日（水）平成２６年１２月１０日（水）平成２６年１２月１０日（水）平成２６年１２月１０日（水）

三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議

文部科学省高等教育局専門教育課



１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正について１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正について１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正について１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正について

～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～

２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業

についてについてについてについて

３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について

トピックストピックストピックストピックス
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１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正につ１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正につ１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正につ１．大学設置基準・短期大学設置基準の改正につ

いていていていて

～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～～「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化～
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○ 大学の取組を画一的なものとせず，教育課程上の工夫や大学内の組織間の有機的

な連携体制の確保等に関する大学の多様な取組を推進する観点を踏まえ，すべての大学

において，教育課程内外を通じて学生の社会的・職業的自立に関する指導等に取り組む

こととし，そのための体制整備を大学設置基準等に規定。（H23.4施行）

「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化「社会的・職業的自立に関する指導等」の制度化

第四十二条の二 大学は，当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を向学生が卒業後自らの資質を向学生が卒業後自らの資質を向学生が卒業後自らの資質を向

上上上上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて教育課程の実施及び厚生補導を通じて教育課程の実施及び厚生補導を通じて教育課程の実施及び厚生補導を通じて

培う培う培う培うことができるよう，大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整える適切な体制を整える適切な体制を整える適切な体制を整えるものとする。

大学設置基準・短期大学設置基準（文部科学省令）の改正について大学設置基準・短期大学設置基準（文部科学省令）の改正について大学設置基準・短期大学設置基準（文部科学省令）の改正について大学設置基準・短期大学設置基準（文部科学省令）の改正について

3

第三十五条の二 短期大学は，当該短期大学及び学科又は専攻課程の教育上の目的に応じ，学生が学生が学生が学生が

卒業後自らの資質を向上卒業後自らの資質を向上卒業後自らの資質を向上卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施教育課程の実施教育課程の実施教育課程の実施

及び厚生補導を通じて培う及び厚生補導を通じて培う及び厚生補導を通じて培う及び厚生補導を通じて培うことができるよう，短期短期短期短期大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制適切な体制適切な体制適切な体制

を整えるを整えるを整えるを整えるものとする。

【大学設置基準】

【短期大学設置基準】



●産業構造や就業構造の変化、職業に関する教育に対する認識、

子ども・若者の変化等、社会全体を通じた構造的問題が存在

◆ ｢学校から社会・職業への移行｣が円滑に行われていない。

・完全失業率 約８％（平成２３年度） ・非正規雇用率約３２％（平成２５年度）

・若者無業者約６２万人（平成２４年度）・早期（３年以内）退職 大卒３割、短大等卒４割

◆ ｢社会的・職業的自立｣に向けて様々な課題が見られる

当時の若者の状況・政府方針

「我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）」（平成２５年４月２２日「我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）」（平成２５年４月２２日「我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）」（平成２５年４月２２日「我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）」（平成２５年４月２２日 内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業

省）省）省）省）

○ これらの課題を解決し、大学等の高等教育機関において充実した教育を行い、社会が求める人材を育成するため、政府としては、キャリア教育・就職支援

機能の強化、中小企業への就職支援策の充実・強化、学卒未就職者への支援の拡充について、重点的に取り組む。

大学等の高等教育機関に対しては、その本務たる教育の充実や地域産業界のニーズを踏まえたカリキュラム策定等の教育の質の向上に取り組むことを求

める。

「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成２５年５月１９日「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成２５年５月１９日「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成２５年５月１９日「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成２５年５月１９日 若者・女性活躍推進フォーラム）若者・女性活躍推進フォーラム）若者・女性活躍推進フォーラム）若者・女性活躍推進フォーラム）

Ⅱ．若者の活躍推進のための提言

○ 大学等の高等教育機関を卒業した者のうち、進学せず未就職又は一時的な仕事に就いている者が、ここ数年１０万人を超える水準で推移していることに対

応するため、

（１）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化、（２）中小企業への就職支援策の充実・強化、（３）学卒未就職者への支援の拡充

について、重点的に取り組む必要がある。

「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」（平成２５年５月２８日「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」（平成２５年５月２８日「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」（平成２５年５月２８日「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」（平成２５年５月２８日 教育再生実行会議）教育再生実行会議）教育再生実行会議）教育再生実行会議）

３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。

○ 大学・専門学校等が、地域の人材育成ニーズに応え、地域に貢献できるよう、地方公共団体や地域の産業界等との連携協力や、実践的な教育プログラム

の提供などの取組を国が支援する。また、日本の伝統的な産業や優れた技術を伝承する職人等の養成に対する支援に取り組む。

「経済財政運営と改革の基本方針「経済財政運営と改革の基本方針「経済財政運営と改革の基本方針「経済財政運営と改革の基本方針 ～脱デフレ・経済再生～」（平成２５年６月１４日～脱デフレ・経済再生～」（平成２５年６月１４日～脱デフレ・経済再生～」（平成２５年６月１４日～脱デフレ・経済再生～」（平成２５年６月１４日 閣議決定）閣議決定）閣議決定）閣議決定）

第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現

３．教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強化

（４）若者・高齢者等の活躍推進、セーフティネットの整備

大学等の就職活動システムの見直し、民間の知恵を活用したキャリア教育充実、中小企業・小規模事業者の魅力発信、企業ニーズに即した社会人の

学び直し、ハローワークにおける積極的民間活用、起業しようとする若者への支援等により、若者の活躍を推進する。（略）

関係する政府方針

4



２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制２．産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制

整備事業整備事業整備事業整備事業
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産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業

○ 大学において、学生の社会的・職業的自立を重視した教育カリキュラムの導入が立ち後れている中、学生においては困難な就職活動の中で大学で学んだことと

一致しない職業を選ぶ例が依然として多く見られ、産業界も自らが望む人材を必ずしも十分に得られない状況が続いている。

○ 産業界が従来ほど人材育成に経費を割けない状況の中で、日本再生に向けた人材育成の充実を図っていくためにも、こうした状況を改善していく必要がある。

○ しかしながら、産学連携体制の拡充や各大学への取組の普及は、個々の大学の取組では限界があるため、産業界のニーズに対応した人材育成の取組を行う

大学が連携し、地域の産業界と一体となった人材育成や、大学に対するニーズを踏まえた教育改善・充実の取組を推進する必要がある。

○ また、「日本再興戦略」等に基づき、大学等のインターンシップ等の充実に向け、地域において大学等と産業界との調整を図りながら、キャリア教育から就職まで

一貫して支援する体制を整備する必要がある。

【背景・課題】

【テーマA】 産業界のニーズに対応した人材育成の取組を行う国公私立大学及び短期大学同士が連携し、地域の産業界等と一体となった人材育成や、産業界等の

大学に対するニーズを踏まえた取組を支援。

【テーマB】 インターンシップ等の取組拡大のため、地域でインターンシップ等を推進する組織・団体等との連携の下、インターンシップ等のマッチングや専門人材の養

成等の取組を支援するとともに、本事業を通じて得られた効果的な取組の全国への普及を行う。

【取組の概要】

地域の産業界等地域の産業界等地域の産業界等地域の産業界等地域の大学グループ地域の大学グループ地域の大学グループ地域の大学グループ

産学協働の産学協働の産学協働の産学協働の

ための連携ための連携ための連携ための連携

会議を設置会議を設置会議を設置会議を設置

【【【【期待される効果期待される効果期待される効果期待される効果】】】】

・グループ内の事例の共有を通・グループ内の事例の共有を通・グループ内の事例の共有を通・グループ内の事例の共有を通

じた各大学の取組の質の向上じた各大学の取組の質の向上じた各大学の取組の質の向上じた各大学の取組の質の向上

・グループ内の大学や産業界と・グループ内の大学や産業界と・グループ内の大学や産業界と・グループ内の大学や産業界と

の対話と通じた推進方策の検討、の対話と通じた推進方策の検討、の対話と通じた推進方策の検討、の対話と通じた推進方策の検討、

事業の評価、提言の取りまとめ事業の評価、提言の取りまとめ事業の評価、提言の取りまとめ事業の評価、提言の取りまとめ

・産業界や地域のニーズの把握、・産業界や地域のニーズの把握、・産業界や地域のニーズの把握、・産業界や地域のニーズの把握、

事業の効果の検証事業の効果の検証事業の効果の検証事業の効果の検証

・地域内外への取組成果の情報・地域内外への取組成果の情報・地域内外への取組成果の情報・地域内外への取組成果の情報

発信発信発信発信

等等等等

テーマテーマテーマテーマAの取組の取組の取組の取組

地域でインターンシップ地域でインターンシップ地域でインターンシップ地域でインターンシップ

等を普及・推進する等を普及・推進する等を普及・推進する等を普及・推進する

組織・団体等組織・団体等組織・団体等組織・団体等

参画参画参画参画

テーマテーマテーマテーマBの取組の取組の取組の取組

効果的なインターン効果的なインターン効果的なインターン効果的なインターン

シップの取組情報シップの取組情報シップの取組情報シップの取組情報

【【【【期待される効果期待される効果期待される効果期待される効果】】】】

・産業界ニーズ事業におけるインターン・産業界ニーズ事業におけるインターン・産業界ニーズ事業におけるインターン・産業界ニーズ事業におけるインターン

シップ等の取組の拡充シップ等の取組の拡充シップ等の取組の拡充シップ等の取組の拡充

・地域全体へのインターンシップ等の取・地域全体へのインターンシップ等の取・地域全体へのインターンシップ等の取・地域全体へのインターンシップ等の取

組の普及・定着組の普及・定着組の普及・定着組の普及・定着

・地域の中小企業のインターンシップ及・地域の中小企業のインターンシップ及・地域の中小企業のインターンシップ及・地域の中小企業のインターンシップ及

び参加学生の増加び参加学生の増加び参加学生の増加び参加学生の増加

・インターンシップを通じた学生への企業・インターンシップを通じた学生への企業・インターンシップを通じた学生への企業・インターンシップを通じた学生への企業

等の魅力発信等の魅力発信等の魅力発信等の魅力発信

・地域の中小企業等への就職者の増加・地域の中小企業等への就職者の増加・地域の中小企業等への就職者の増加・地域の中小企業等への就職者の増加

等等等等

全国的な全国的な全国的な全国的な

取組への拡大取組への拡大取組への拡大取組への拡大
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秋田県立大学グループ：室蘭工業大学、

小樽商科大学、札幌市立大学、旭川大

学、千歳科学技術大学、北翔大学、弘

前大学、岩手大学、秋田大学、青森公

立大学、岩手県立大学、秋田県立大学、

宮古短期大学、盛岡短期大学、山形大

学、会津大学、桜の聖母短期大学

産業界等：北海道・東北経済産業局、北

海道・東北経済連合会、北海道・東北各

地の自治体（県庁、市役所）、経営者協

会、商工会議所、中小企業団体中央会

など

青山学院大学グループ：青山学院大学、

芝浦工業大学、法政大学、お茶の水女子

大学、大妻女子大学、駒澤大学、専修大

学、東京未来大学、昭和女子大学、女子

美術大学、東京家政大学、明治学院大学、

目白大学、東京家政大学短期大学部、工

学院大学、拓殖大学、東京電機大学、東

京都市大学

産業界等：関東経済産業局、東京経営者

協会、国際社会貢献センター、ファッション

産業人材育成機構、生命保険協会など

大阪府立大学グループ：和歌山大学、

大阪府立大学、兵庫県立大学、追手門

学院大学、大阪音楽大学、大阪工業大

学、大阪成蹊大学、関西外国語大学、

摂南大学、帝塚山学院大学、芦屋大学、

大手前大学、神戸学院大学、大阪音楽

大学短期大学部

産業界等：近畿経済産業局、関西経済

連合会、大阪府中小企業中央会、関西

広域連合、経営者協会など

福岡工業大学グループ：佐賀大学、大

分大学、鹿屋体育大学、琉球大学、下

関市立大学、北九州市立大学、福岡県

立大学、熊本県立大学、九州共立大学、

九州国際大学、西日本工業大学、福岡

工業大学、福岡国際大学、西九州大学、

長崎国際大学、日本文理大学、九州保

健福祉大学、鹿児島国際大学、鹿児島

純心女子大学、九州女子短期大学、久

留米信愛女学院短期大学、福岡医療短

期大学

産業界等：九州経済産業局、福岡労働

局、九州経済連合会、経済同友会など

新潟グループ大学：茨城大学、群馬大学、新

潟大学、上越教育大学、共栄大学、駿河台

大学、聖学院大学、西武文理大学、ものつく

り大学、敬愛大学、千葉科学大学、千葉商科

大学、新潟工科大学、新潟青陵大学、植草

学園短期大学、聖徳大学短期大学部、新潟

青陵大学短期大学部

産業界等：新潟経済同友会、新潟・群馬県商

工会議所、埼玉県経営者協会、新潟県中小

企業団体中央会、自治体など

三重大学グループ：金沢大学、福井大学、

岐阜大学、静岡大学、三重大学、富山県立

大学、富山国際大学、金沢工業大学、静岡

理工科大学、愛知産業大学、椙山女学園大

学、中部大学、同朋大学、豊橋創造大学、

名古屋産業大学、名古屋商科大学、日本福

祉大学、名城大学、金城大学短期大学部、

静岡英和学院大学短期大学部、東海大学

短期大学部、愛知大学短期大学部、豊橋創

造大学短期大学部

産業界等：経営者協会、中部経済産業局、

労働局など

島根大学グループ：島根大学、徳島大学、香川

大学、愛媛大学、島根県立大学、岡山県立大

学、尾道市立大学、県立広島大学、岡山理科

大学、倉敷芸術科学大学、くらしき作陽大学、

ノートルダム清心女子大学、広島修道大学、福

山大学、安田女子大学、山口東京理科大学、

四国大学、鈴峯女子短期大学

産業界等：中国経済連合会、中国経済産業局、

四国経済連合会、四国経済産業局、経営者協

会、など

高知大学グループ：鳥取大学、山口大学、

高知大学、鳥取環境大学、山口県立大学、

高知県立大学、高知工科大学、徳山大学、

梅光学院大学、松山大学、松山東雲女子

大学、鳥取短期大学、松山東雲短期大学、

高知学園短期大学

産業界等：商工会議所連合会、経営者協

会、中小企業団体中央会、中小企業家同

友会、経済同友会など

電気通信大学：宇都宮大学、電気通信

大学、横浜国立大学、亜細亜大学、北

里大学、創価大学、東京経済大学、日

本社会事業大学、武蔵野大学、神奈川

工科大学、昭和音楽大学、山梨英和大

学、和泉短期大学、昭和音楽大学短期

大学部

産業界等：中小企業団体中央会、経済

同友会、商工会議所、経営者協会など

【テーマA】 参加大学（１０グループ１７３大学）･産業界･自治体･関係団体

京都産業大学グループ「：滋賀大

学、奈良女子大学、滋賀県立大学、

京都府立大学、奈良県立大学、聖

泉大学、長浜バイオ大学、京都外

国語大学、京都学園大学、京都産

業大学、京都ノートルダム女子大

学、京都文教大学、龍谷大学、帝

塚山大学、天理大学、奈良佐保短

期大学

産業界等：関西経済連合会、近畿

経済産業局、経済産業協会、中小

企業同友会、経営者協会、商工会

議所など
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大学・短期大学が地域ごとに共同して地元の企業、経済団体、地域の団体、自治体等と産学協働のための連

携会議を形成し、人材育成に必要な教育改善・体制整備を行うことで、社会的･職業的に自立し、産業界のニー

ズに対応した人材の育成の充実を図る。

●取組内容

・産学協働のための大学･経済界（地域の経済産業局･

地域の経済連合会･商工会議所等）･自治体（県庁･市

町村）などが参加する連携会議を設置。

（連携会議、各大学グループで年２～３回開催）

・当該会議において、地域の産業界が求める人材に必

要な能力等についての意見交換。

･産業界が求める人材についてのアンケート調査等の

実施。

･産業界が求める人材を育成するために必要な授業科

目や課題解決型授業の協働開発。

･連携大学において教員相互の授業参観等FD研修を実

施

・各大学グループの成果を共有するためのシンポジウ

ム･フォーラムの開催、ホームページの開設

【テーマA】 取組概要

＠各大学グループが開設したホームページ

＠各大学グループが開催したフォーラム･シンポジウム
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【テーマA】 産業界が求めるニーズの把握

・産業界が求める人材のニーズ調査、【秋田県立大学グループ】アンケート調査結果
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弘前大学における産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業の取組

取組の概要

●授業科目名授業科目名授業科目名授業科目名：ビジネスシミュレーション実習Ⅱ・Ⅲ

●対対対対 象象象象：人文学部3年生

●概概概概 要要要要：地域企業から提示された経営課題をも

とに，グループによる実証的な体験を通した課題解決

型学習。特徴としては，提案が机上の空論で終わらな

いよう，市場での検証を行った上で，提案をおこなう点

にある。この一連のプロセスの経験を通して，主体的に

行動できる人材の育成を行う。

●取組事例①取組事例①取組事例①取組事例①：道の駅ひろさきサンフェスタいしかわと

の連携。 鮮魚売り場のマーケティングの強化をテーマ

に実施。商品ラインナップの改善や，ターゲットを50～

60代とするなどの提案を行った。

●取組事例②取組事例②取組事例②取組事例②：あおもり観光デザイン会議との連携。青

森県に観光客を呼び込む方策について検討し，学生の

保護者を対象としたキャンパスツアーを提案。これによ

り未開拓市場の存在と大学を活用した新しい観光の可

能性を提示した。

右図：本授業を履修した学生は，履修していない学生よ

りも対人基礎力や対課題基礎力などの能力を高めてい

る。

弘前大学は、産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 北海道・東北ブロックグループ

に所属し、「地域企業と実践する課題解決型学習による主体的な学びプログラムの構築」をテーマに、主

体的に行動できる人材の育成を目標に取組を実施。

図：履修生と未履修生徒のコンピテンシーの比較（PROGの結果から）

写真：活動風景（地域企業への提案）

【テーマA】 産学連携による課題解決型授業の効果･有効性について

秋田県立大学グループが調査した産業界が求める文系学部の新卒人材の能力
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【テーマA】 複数大学の連携した取組事例
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【テーマA】 産学連携による課題解決型授業の取組事例
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【テーマA】 インターンシップ高度化の取組事例
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【テーマA】 実践的な産業界等の講師によるキャリア系科目の充実の取組事例
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３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について３．インターンシップの推進について
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２２２２ 重点的に取り組むべき事項重点的に取り組むべき事項重点的に取り組むべき事項重点的に取り組むべき事項

（２）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化（２）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化（２）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化（２）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化

○○○○ （略）、政府は、（略）、政府は、（略）、政府は、（略）、政府は、インターンシップに参加する学生の数の目標設定を行った上で、大学等とインターンシップに参加する学生の数の目標設定を行った上で、大学等とインターンシップに参加する学生の数の目標設定を行った上で、大学等とインターンシップに参加する学生の数の目標設定を行った上で、大学等と

地域産業界との調整を行う仕組みを構築し、地域産業界との調整を行う仕組みを構築し、地域産業界との調整を行う仕組みを構築し、地域産業界との調整を行う仕組みを構築し、学生に対して、卒業・修了前年度の夏季・春季学生に対して、卒業・修了前年度の夏季・春季学生に対して、卒業・修了前年度の夏季・春季学生に対して、卒業・修了前年度の夏季・春季

休暇中に行う休暇中に行う休暇中に行う休暇中に行うインターンシップ、地元企業の研究やマッチングの機会の拡充をはじめ、キャリインターンシップ、地元企業の研究やマッチングの機会の拡充をはじめ、キャリインターンシップ、地元企業の研究やマッチングの機会の拡充をはじめ、キャリインターンシップ、地元企業の研究やマッチングの機会の拡充をはじめ、キャリ

ア教育から就職まで一貫して支援する体制を強化する。ア教育から就職まで一貫して支援する体制を強化する。ア教育から就職まで一貫して支援する体制を強化する。ア教育から就職まで一貫して支援する体制を強化する。

なお、教育効果の高い比較的長期のインターンシップの有用性や中小企業の魅力発信としなお、教育効果の高い比較的長期のインターンシップの有用性や中小企業の魅力発信としなお、教育効果の高い比較的長期のインターンシップの有用性や中小企業の魅力発信としなお、教育効果の高い比較的長期のインターンシップの有用性や中小企業の魅力発信とし

てのてのてのての活用の重要性を示すこと等について、関係団体等の意見を踏まえつつ、活用の重要性を示すこと等について、関係団体等の意見を踏まえつつ、活用の重要性を示すこと等について、関係団体等の意見を踏まえつつ、活用の重要性を示すこと等について、関係団体等の意見を踏まえつつ、現行の現行の現行の現行の｢｢｢｢インターインターインターインター

ンシップの推進に当たっての基本的考え方（平成ンシップの推進に当たっての基本的考え方（平成ンシップの推進に当たっての基本的考え方（平成ンシップの推進に当たっての基本的考え方（平成9999年年年年9999月月月月18181818日文部省、通商産業省、労働省）日文部省、通商産業省、労働省）日文部省、通商産業省、労働省）日文部省、通商産業省、労働省）｣｣｣｣

について、関係省庁間で見直しに向けた検討を行う。について、関係省庁間で見直しに向けた検討を行う。について、関係省庁間で見直しに向けた検討を行う。について、関係省庁間で見直しに向けた検討を行う。

①若者の就職環境①若者の就職環境①若者の就職環境①若者の就職環境

・文科大臣には、大学等の関係団体に大学改革の実行を要請するように指示したが、経済界に・文科大臣には、大学等の関係団体に大学改革の実行を要請するように指示したが、経済界に・文科大臣には、大学等の関係団体に大学改革の実行を要請するように指示したが、経済界に・文科大臣には、大学等の関係団体に大学改革の実行を要請するように指示したが、経済界に

おいても、現在の２年生（平成２７年度卒業・修了予定者）の就職活動から、広報活動の開始おいても、現在の２年生（平成２７年度卒業・修了予定者）の就職活動から、広報活動の開始おいても、現在の２年生（平成２７年度卒業・修了予定者）の就職活動から、広報活動の開始おいても、現在の２年生（平成２７年度卒業・修了予定者）の就職活動から、広報活動の開始

時期を３年生の３月に、採用選考活動の時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いしたい。時期を３年生の３月に、採用選考活動の時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いしたい。時期を３年生の３月に、採用選考活動の時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いしたい。時期を３年生の３月に、採用選考活動の時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いしたい。

・政府としては、・政府としては、・政府としては、・政府としては、キャリア教育やインターンシップへの支援を強化するとともに、中小企業の魅力をキャリア教育やインターンシップへの支援を強化するとともに、中小企業の魅力をキャリア教育やインターンシップへの支援を強化するとともに、中小企業の魅力をキャリア教育やインターンシップへの支援を強化するとともに、中小企業の魅力を

学生に発信する取り組みにも力を入れたい。学生に発信する取り組みにも力を入れたい。学生に発信する取り組みにも力を入れたい。学生に発信する取り組みにも力を入れたい。

経済界との意見交換会（平成２５年４月１９日）における総理要請事項（抜粋）経済界との意見交換会（平成２５年４月１９日）における総理要請事項（抜粋）経済界との意見交換会（平成２５年４月１９日）における総理要請事項（抜粋）経済界との意見交換会（平成２５年４月１９日）における総理要請事項（抜粋）

我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）（抜粋）我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）（抜粋）我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）（抜粋）我が国の人材育成強化に関する対応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）（抜粋）

平成２５年４月２２日平成２５年４月２２日平成２５年４月２２日平成２５年４月２２日 内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省

インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）インターンシップに関する各種提言（１）
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○大学改革／グローバル化等に対応する人材力強化○大学改革／グローバル化等に対応する人材力強化○大学改革／グローバル化等に対応する人材力強化○大学改革／グローバル化等に対応する人材力強化

①大学改革の着実な実施と更なる改革の実現に向けた取組①大学改革の着実な実施と更なる改革の実現に向けた取組①大学改革の着実な実施と更なる改革の実現に向けた取組①大学改革の着実な実施と更なる改革の実現に向けた取組

経営者等の実務に精通した人材の登用・連携等を進めながら大学等と産業界の双方の経営者等の実務に精通した人材の登用・連携等を進めながら大学等と産業界の双方の経営者等の実務に精通した人材の登用・連携等を進めながら大学等と産業界の双方の経営者等の実務に精通した人材の登用・連携等を進めながら大学等と産業界の双方の

コミットメントによるプロフェッショナルプログラムの開発・実施等の推進、コミットメントによるプロフェッショナルプログラムの開発・実施等の推進、コミットメントによるプロフェッショナルプログラムの開発・実施等の推進、コミットメントによるプロフェッショナルプログラムの開発・実施等の推進、中小企業を含めた中小企業を含めた中小企業を含めた中小企業を含めた

企業等へのインターンシップの普及・定着を図る。企業等へのインターンシップの普及・定着を図る。企業等へのインターンシップの普及・定着を図る。企業等へのインターンシップの普及・定着を図る。

３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。

○○○○ 大学において、学内だけに閉じた教育活動ではなく、キャリア教育や大学において、学内だけに閉じた教育活動ではなく、キャリア教育や大学において、学内だけに閉じた教育活動ではなく、キャリア教育や大学において、学内だけに閉じた教育活動ではなく、キャリア教育や中長期のインターンシップ中長期のインターンシップ中長期のインターンシップ中長期のインターンシップ、、、、

農山漁村も含めた地域におけるフィールドワーク等の体験型授業の充実を通じて社会との接続を農山漁村も含めた地域におけるフィールドワーク等の体験型授業の充実を通じて社会との接続を農山漁村も含めた地域におけるフィールドワーク等の体験型授業の充実を通じて社会との接続を農山漁村も含めた地域におけるフィールドワーク等の体験型授業の充実を通じて社会との接続を

意識した教育を強化する。その際、意識した教育を強化する。その際、意識した教育を強化する。その際、意識した教育を強化する。その際、学生が働く目的を考え自己成長を促す長期の有給インターン学生が働く目的を考え自己成長を促す長期の有給インターン学生が働く目的を考え自己成長を促す長期の有給インターン学生が働く目的を考え自己成長を促す長期の有給インターン

シップを産学の連携により進めていくシップを産学の連携により進めていくシップを産学の連携により進めていくシップを産学の連携により進めていくことも考えられる。ことも考えられる。ことも考えられる。ことも考えられる。

また、また、また、また、国は、行政機関における中長期インターンシップの受入を率先垂範して行う国は、行政機関における中長期インターンシップの受入を率先垂範して行う国は、行政機関における中長期インターンシップの受入を率先垂範して行う国は、行政機関における中長期インターンシップの受入を率先垂範して行うとともに、民間とともに、民間とともに、民間とともに、民間

企業の就職・採用活動時期の後ろ倒しも踏まえ、国家公務員試験についても必要な措置をとるよ企業の就職・採用活動時期の後ろ倒しも踏まえ、国家公務員試験についても必要な措置をとるよ企業の就職・採用活動時期の後ろ倒しも踏まえ、国家公務員試験についても必要な措置をとるよ企業の就職・採用活動時期の後ろ倒しも踏まえ、国家公務員試験についても必要な措置をとるよ

う人事院に要請する。う人事院に要請する。う人事院に要請する。う人事院に要請する。

インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）インターンシップに関する各種提言（２）

日本再興戦略日本再興戦略日本再興戦略日本再興戦略 改訂改訂改訂改訂2014 2014 2014 2014 －未来への挑戦－－未来への挑戦－－未来への挑戦－－未来への挑戦－ （抜粋）（抜粋）（抜粋）（抜粋） 平成２６年６月２４日平成２６年６月２４日平成２６年６月２４日平成２６年６月２４日 閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定

これからの大学教育等の在り方についてこれからの大学教育等の在り方についてこれからの大学教育等の在り方についてこれからの大学教育等の在り方について((((第三次提言第三次提言第三次提言第三次提言)()()()(抜粋抜粋抜粋抜粋) ) ) ) 平成２５年５月２８日平成２５年５月２８日平成２５年５月２８日平成２５年５月２８日 教育再生実行会議教育再生実行会議教育再生実行会議教育再生実行会議

教育振興基本計画教育振興基本計画教育振興基本計画教育振興基本計画 （抜粋）（抜粋）（抜粋）（抜粋） 平成２５年６月１４日平成２５年６月１４日平成２５年６月１４日平成２５年６月１４日 閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定

○○○○ （略）、地域におけるキャリア教育支援のための協議会の設置促進等を通じ、職場体験活動・（略）、地域におけるキャリア教育支援のための協議会の設置促進等を通じ、職場体験活動・（略）、地域におけるキャリア教育支援のための協議会の設置促進等を通じ、職場体験活動・（略）、地域におけるキャリア教育支援のための協議会の設置促進等を通じ、職場体験活動・

インターンシップの等の体験活動や外部人材の活用など地域・社会や産業界等と連携した取組をインターンシップの等の体験活動や外部人材の活用など地域・社会や産業界等と連携した取組をインターンシップの等の体験活動や外部人材の活用など地域・社会や産業界等と連携した取組をインターンシップの等の体験活動や外部人材の活用など地域・社会や産業界等と連携した取組を

推進する。推進する。推進する。推進する。

特に大学においては、産業界の協力を得て、国内外でのインターンシップの機会を大幅に増やす。特に大学においては、産業界の協力を得て、国内外でのインターンシップの機会を大幅に増やす。特に大学においては、産業界の協力を得て、国内外でのインターンシップの機会を大幅に増やす。特に大学においては、産業界の協力を得て、国内外でのインターンシップの機会を大幅に増やす。
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実施校数

104

(17.7%)

107

(18.3%)

143

(23.7%)

186

(29.9%)

218

(33.5%)

281

(41.9%)

317

(46.3%)

384

(55.0%)

418

(59.0%)

447

(62.5%)

482

(65.8%)

504

(67.7%)

544

(70.5%)

参加学生数 - -

14,991

(0.6%)

19,650

(0.7%)

21,063

(0.8%)

25,063

(0.9%)

30,222

(1.1%)

34,125

(1.2%)

39,010

(1.4%)

42,454

(1.5%)

50,430

(1.8%)

49,726

(1.8%)

62,561

(2.2%)

注１：実施校数の欄の上段は校数、下段は調査対象校数に対する割合

注２：参加学生数は学部学生数と大学院学生数の合計

注３：参加学生数の欄の上段は人数、下段は当該年度の学校基本調査における学生数に対する割合

実

施

校

数

参

加

学

生

数

大学等におけるインターンシップ実施状況の推移（平成大学等におけるインターンシップ実施状況の推移（平成大学等におけるインターンシップ実施状況の推移（平成大学等におけるインターンシップ実施状況の推移（平成8888年度～平成年度～平成年度～平成年度～平成23232323年度）年度）年度）年度）

（単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ）（単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ）（単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ）（単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ）

（人）

（校）
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「インターンシップの推進に当

たっての基本的考え方」策定

平成９年９月１８日

文部省・通商産業省・労働省



○○○○ 調査内容調査内容調査内容調査内容

（１）（１）（１）（１）調査時期：平成調査時期：平成調査時期：平成調査時期：平成２５２５２５２５年年年年２２２２月月月月

（２）調査対象：国公私立大学（２）調査対象：国公私立大学（２）調査対象：国公私立大学（２）調査対象：国公私立大学(748 (748 (748 (748 校校校校))))・大学院・大学院・大学院・大学院(620 (620 (620 (620 校校校校))))

・短期大学・短期大学・短期大学・短期大学(349 (349 (349 (349 校校校校))))・高等専門学校・高等専門学校・高等専門学校・高等専門学校(57 (57 (57 (57 校校校校))))

（３）（３）（３）（３）対象期間：平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日対象期間：平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日対象期間：平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日対象期間：平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日

（４）回答率：（４）回答率：（４）回答率：（４）回答率： 99.799.799.799.7％％％％

大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（１）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（１）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（１）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（１）

※ ※ ※ ※ 本調査において、インターンシップとは、「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャ本調査において、インターンシップとは、「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャ本調査において、インターンシップとは、「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャ本調査において、インターンシップとは、「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャ

リアに関連した就業体験を行うこと」としている。リアに関連した就業体験を行うこと」としている。リアに関連した就業体験を行うこと」としている。リアに関連した就業体験を行うこと」としている。

※ ※ ※ ※ 平成２０年１２月に同様の調査結果（平成１９年度実績）を実施・公表しているが、平成２０年１２月に同様の調査結果（平成１９年度実績）を実施・公表しているが、平成２０年１２月に同様の調査結果（平成１９年度実績）を実施・公表しているが、平成２０年１２月に同様の調査結果（平成１９年度実績）を実施・公表しているが、

今回の実施にあたり、新たに以下の調査項目等を追加。今回の実施にあたり、新たに以下の調査項目等を追加。今回の実施にあたり、新たに以下の調査項目等を追加。今回の実施にあたり、新たに以下の調査項目等を追加。

〇特定の資格取得を目的として実施するインターンシップ〇特定の資格取得を目的として実施するインターンシップ〇特定の資格取得を目的として実施するインターンシップ〇特定の資格取得を目的として実施するインターンシップ((((教育実習、看護実習等教育実習、看護実習等教育実習、看護実習等教育実習、看護実習等))))

の実施状況の実施状況の実施状況の実施状況
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単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップの実施学校数（実施率）

注1：「特定の資格取得に関係するもの」とは、特定の資格取得のために現場で実施する実習(例：教育実習、看護実習、

臨床実習等)を指す。以下同じ。

注2：平成19 年度実施状況では、「単位認定を行う授業科目として実施されたもののうち、特定の資格取得

に関係しないもの」のみを調査。以下同じ。また、平成19 年度実施状況では大学と大学院を合算した数

値を公表している。

学校種別

実施学校数（実施率）

（参考）

平成１９年度実施状況（注２）

特定の資格取得に関係しないもの 特定の資格取得に関係するもの(注１)

大学 526 校（ 70.3％） 657 校（ 87.8％） － （－％）

大学院 188 校（ 30.3％） 225 校（ 36.3％） － （－％）

大学＋大学院 544 校（ 70.5％） 663 校（ 85.9％） 504 校（67.7％）

短期大学 162 校（ 46.4％） 291 校（ 83.4％） 170 校（43.6％）

高等専門学校 57 校（100.0％） 0 校（ 0％） 61 校（ 100％）

合計 933 校（ 52.7％） 1,172 校（ 66.3％） － （－％）

大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（２）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（２）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（２）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（２）
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単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップの参加学生数（参加率）

注：参加率は平成23 年度学校基本調査における各学校種の学生数を基に算出。

学校種別

参加学生数（参加率）(注)

（参考）

平成１９年度実施状況

特定の資格取得に関係しないもの 特定の資格取得に関係するもの

大学 56,519 人（ 2.2％） 268,969 人（10.5％） 45,913 人（ 1.8％）

大学院 6,042 人（ 2.2％） 4,869 人（ 1.8％） 3,813 人（ 1.5％）

大学＋大学院 62,561 人（ 2.2％） 273,838 人（ 9.6％） 49,726 人（ 1.8％）

短期大学 4,652 人（ 3.1％） 68,601 人（46.3％） 4,968 人（ 2.7％）

高等専門学校 8,591 人（14.5％） 0 人（ 0％） 8,674 人（14.6％）

合計 75,804 人（ 2.5％） 342,439 人（11.2％） 63,368 人（ 2.1％）

大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（３）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（３）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（３）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（３）
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学校種

1週間未

満

1週間～2

週間未満

2週間～3

週間未満

3週間～1

カ月未満

1ヵ月～3ヵ

月未満

3ヵ月～6ヵ

月未満

6ヵ月以上 不明

大学

体験学生数構成

比
16.9% 24.6% 19.7% 18.0% 11.3% 3.7% 3.6% 2.1%

資格取得に関

係しないもの
21.5% 40.1% 20.0% 3.6% 5.8% 3.3% 2.4% 3.3%

資格取得に関

係するもの
16.0% 21.4% 19.7% 21.0% 12.5% 3.8% 3.8% 1.8%

大学

院

体験学生数構成

比
11.6% 22.4% 20.0% 12.6% 13.6% 8.2% 6.4% 5.2%

資格取得に関

係しないもの
10.4% 29.7% 21.6% 8.5% 13.0% 5.9% 3.5% 7.3%

資格取得に関

係するもの
13.1% 13.3% 18.1% 17.6% 14.4% 10.9% 10.0% 2.6%

短期

大学

体験学生数構成

比
12.7% 32.4% 25.6% 18.4% 6.6% 1.5% 1.0% 2.1%

資格取得に関

係しないもの
28.2% 36.2% 15.8% 8.0% 1.4% 1.0% 0.7% 13.9%

資格取得に関

係するもの
11.7% 32.1% 26.3% 19.2% 6.9% 1.6% 1.0% 1.3%

高等

専門

学校

体験学生数構成

比
38.6% 41.8% 10.8% 1.7% 2.5% 0.9% 0.5% 3.4%

資格取得に関

係しないもの
38.6% 41.8% 10.8% 1.7% 2.5% 0.9% 0.5% 3.4%

資格取得に関

係するもの
- - - - - - - -

大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（４）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（４）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（４）大学等における平成２３年度のインターンシップ実施状況（４）
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「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」の主な改正内容「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」の主な改正内容「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」の主な改正内容「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」の主な改正内容

「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」(平成9年9月18日）

平成26年4月8日改正 文部科学省、厚生労働省、経済産業省

○インターンシップの意義

● 大学等におけるキャリア教育・専門教育を一層推進する観点から、インターンシップは有効な取組

● 企業等に対する理解の促進、魅力発信（特に中小企業等やベンチャー企業）

○インターンシップの望ましい在り方

● 大学等の教育の一環として位置付け積極的に関与すること

● インターンシップ等で取得した学生情報の企業等の広報活動・採用選考活動における取扱い上の留意

● 大学等におけるインターンシップの単位化、事前・事後教育等の充実・体系化

● 大学等での能動的な学修を促す学修プログラムの提供

● インターンシップによる学習成果の評価等に係る、学生の評価書類の共通化

● 多様な形態のインターンシップ（教育効果の高い中長期インターンシップ、コーオプ教育プログラム等）

● 大学等におけるインターンシップに係る専門人材の育成・確保

● 見直しの背景及び趣旨

インターンシップの普及・推進を図る上で様々な課題、キャリア教育・専門教育、大学改革推進に向けた意義、

近年の社会状況に対応した推進の必要性、現在のインターンシップの実施状況や課題等を踏まえ改訂。

23



企業

学生

全国的なインターンシップ等推進組織全国的なインターンシップ等推進組織

○ 「日本再興戦略」等に基づき、大学等のインターンシップ等の充実に向け、キャリア教育から就職まで一貫して支援する体制

を整備。

○ 地域でインターンシップ等を推進する組織・団体等と連携の下、各大学グループのインターンシップの取組の拡大を支援する

ことを通じ、地域全体へのインターンシップ等を普及・定着を図る。

○ これらにより、大学等におけるキャリア教育の充実を推進し、平成27年度以降の卒業予定者に対する就職・採用活動時期の

後ろ倒しへの円滑な移行を目指す。

【概要】

平成27年度概算要求額 １．４億円（平成26年度予算額１．５億円）

（連携省庁）

（事業の実施省庁）

経済産業省

厚生労働省

文部科学省

事務局事務局事務局事務局

企業情報
企業開拓・

フォロー

地域ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進組織

全国ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進委員会（主要経済団体、大学団体等）全国ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進委員会（主要経済団体、大学団体等）

地域

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

推進組織

地域

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

推進組織

地域

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

推進組織

イ

ン

タ

ー

ン

シ

ッ

プ

等

の

取

組

拡

大

支 援

支 援

研修会

等開催

参加・

事例報告

研修会

等開催

研修会

等開催

参加・

事例報告

参加・

事例報告

大学

専門人材養成

【支援スキーム】

【【【【テーマテーマテーマテーマBBBB】】】】インターンシップ等を通じた教育強化インターンシップ等を通じた教育強化インターンシップ等を通じた教育強化インターンシップ等を通じた教育強化

地域ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進組織運営委員会

（仮称）

開催開催開催開催開催開催開催開催

NPO法人

大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ等

地域経済団体等 自治体等

インターンシップ等支援組織等インターンシップ等支援組織等インターンシップ等支援組織等インターンシップ等支援組織等

参画

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業
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【北海道地域（５校）】

（北海道（５校））

小樽商科大学小樽商科大学小樽商科大学小樽商科大学

札幌市立大学

旭川大学

千歳科学技術大学

北翔大学

【関東甲信越地域（１６校）】

（新潟（４校））

新潟大学新潟大学新潟大学新潟大学

新潟工科大学

新潟青陵大学

新潟青陵大学短期大学部

（茨城（２校））

茨城大学

茨城キリスト教大学

【産業界等】

新潟・埼玉経済同友会、商工会議所、

経営者協会、中小企業団体中央会

（埼玉（５校）

共栄大学

駿河台大学

聖学院大学

西武文理大学

ものつくり大学

（千葉（５校））

敬愛大学

千葉科学大学

千葉商科大学

植草学園短期大学

聖徳大学短期大学部

【近畿地域（１１校）】

（滋賀（４校））

滋賀大学

長浜バイオ大学

聖泉大学

滋賀県立大学

（京都（４校））

京都府立大学

京都外国語大学

京都学園大学

京都産業大学京都産業大学京都産業大学京都産業大学

【産業界等】

近畿経済産業局、関西広域連合、中小企業

家同友会、商工会議所 など

（奈良（３校））

奈良女子大学

天理大学

奈良佐保短期大学

【近畿地域（９校）】

（大阪（６校））

大阪府立大学

追手門学院大学

大阪成蹊大学

大阪音楽大学

大阪音楽大学短期大学部

大手前大学

【産業界等】

近畿経済産業局、関西広域連合、経営者協会 など

（兵庫（２校））

兵庫県立大学

神戸学院大学

（和歌山（１校））

和歌山大学和歌山大学和歌山大学和歌山大学

【中部地域（２３校）】

（石川（３校））

金沢大学

金沢工業大学

金城大学短期大学部

（富山（２校））

富山県立大学

富山国際大学

（福井（１校））

福井大学

（岐阜（１校））

岐阜大学

（静岡（５校））

静岡大学

静岡理工科大学

常葉大学

静岡英和学院大学短期大学部

東海大学短期大学部

（愛知１０校）

愛知産業大学

椙山女学園大学

中部大学

同朋大学

名古屋産業大学名古屋産業大学名古屋産業大学名古屋産業大学

名古屋商科大学

日本福祉大学

名城大学

愛知大学短期大学部

豊橋創造大学

（三重（１校））

三重大学

【産業界等】

経営者協会、

中部経済産業局、

労働局など

【中国・四国地域（１２校）】

（島根（２校））

島根大学島根大学島根大学島根大学

島根県立大学

（岡山（４校））

岡山県立大学

岡山理科大学

倉敷芸術科学大学

くらしき作陽大学

【産業界等】

中国・四国経済連合会、経済同友会、中小企業

家同友会、経営者協会 など

（広島（３校））

尾道市立大学

広島修道大学

福山大学

（山口（１校））

山口東京理科大学

（徳島（１校））

四国大学

（愛媛（１校））

愛媛大学

【九州地域（３校）】

（福岡（２校））

福岡県立大学福岡県立大学福岡県立大学福岡県立大学

福岡工業大学

（佐賀（１校））

西九州大学

【産業界等】

九州インターンシップ

推進協議会

【テーマB】 参加大学（１１グループ・１１３校）･産業界･自治体･関係団体

【関東甲信越地域 （７校）】

(東京都(４校))

電気通信大学電気通信大学電気通信大学電気通信大学

亜細亜大学

創価大学

東京経済大学

【産業界等】

株式会社キャンパスクリエイト

(神奈川県(２校))

神奈川工科大学

北里大学

(山梨県((１校))

山梨英和大学

【沖縄地域（５校）】

（沖縄（５校））

琉球大学琉球大学琉球大学琉球大学

名桜大学

沖縄大学

沖縄キリスト教大学

沖縄国際大学

【産業界等】

沖縄県中小企業家同友会、商工会議所

など

【東北地域（６校）】

（岩手（３校））

岩手県立大学岩手県立大学岩手県立大学岩手県立大学

盛岡大学

岩手県立大学盛岡短期大学部

（山形（１校））

山形大学

【関東甲信越地域 （１６校）】

（東京２３区（１６校））

青山学院大学青山学院大学青山学院大学青山学院大学

大妻女子大学

工学院大学

駒澤大学

芝浦工業大学

昭和女子大学

専修大学

拓殖大学

東京電機大学

【産業界等】

関東経済産業局、東京商工会議所、東京経営者協会

国際社会貢献センター、首都圏活性化協会 など

東京都市大学

東京未来大学

法政大学

明治学院大学

目白大学

東京家政大学

東京家政大学短期大学部

【産業界等】

キャリアバンク株式会社

NPO法人エンブリッジ

（福島（２校））

会津大学

桜の聖母短期大学

【産業界等】

ジョブカフェいわて

商工会議所連合会

中小企業団体中央会 など
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○三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨○三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨○三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨○三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨

・人口減少が想定される社会構造の中で、地域の持続性を確保するには、新たな価値創造の担い手となる人財

の育成が最大の課題であり、産学官によって極めて戦略的に行わなければならない。

・また、文部科学省においても産学協働体制による人財の育成や高等教育のあり方を探ることを目的とした「産

学協働人財育成円卓会議（平成23年7月27日）」が開催された。

・県境を越えた地域形成を進める三遠南信地域では、次代の地域を担う人財の育成について検討協議するため、

平成24年10月24日には「三遠南信地域大学シンポジウム」が開催された。

・こうした背景から前述のシンポジウムの発展形として、全16大学をコアメンバーとして、行政、産業界を加えた産

学官による「三遠南信地域産学官人財育成円卓会議」を、第１回は平成25年2月1日、第２回は平成26年2月17日

に開催した。第１回円卓会議では、人財育成・定着化に関する意見交換を行い、第２回円卓会議では、三遠南信

地域産学官人財育成に向けたアクションプランを策定した。

資料４-１ 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨、経緯について

第１回三遠南信地域産学官人財育成円卓会議 説明資料より一部加工



御室 健一郎 （欠席）

山本 敏博

津田 紘

石黒 功

神野 吾郎

萩本 範文

佐藤 元彦

安田 孝志

川上 恒夫

柳 澤正

三枝 幸文

熊倉 功夫

荒木 信幸

寺嶋 一彦 （欠席）

伊藤 晴康

中村 正義

佐藤 克昭

江田 英雄

鈴木 康友

堀内 一孝

牧野 光朗

戸田 敏行

浜松信用金庫 理事長

聖隷福祉事業団 理事長

(公財)浜松地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進機構 理事長

イシグロ農材㈱ 代表取締役社長

㈱サーラコーポレーション 代表取締役社長

多摩川精機㈱ 代表取締役社長

愛知大学 学長

愛知工科大学 学長

飯田女子短期大学 学長補佐

静岡大学 副学長 理事

静岡産業大学 学長

静岡文化芸術大学 学長

静岡理工科大学 学長

豊橋技術科学大学 副学長

豊橋創造大学 学長

浜松大学 学長

浜松学院大学 地域共創センター長

光産業創成大学院大学 リエゾンセンター長

ＳＥＮＡ会長 浜松市長

ＳＥＮＡ副会長 豊橋副市長

ＳＥＮＡ副会長 飯田市長

ＳＥＮＡアドバイザー 愛知大学 教授

国土交通省国土政策局広域地方政策課 調査員 堀田真悟、研修員 木本賢人

文部科学省高等教育局専門教育課 課長補佐 児玉大輔、専門官 杉江達也

新日本有限責任監査法人 大久保和孝

経済産業省中部経済産業局産業人材政策課 課長 中村真一郎

関東経済産業局産業人材政策課 課長補佐 鷲津久美子

経済界

大学

行政

ｺｰﾃﾞｨﾈ-ﾀｰ

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ

資料４-１ 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨、経緯について

プログラム

１．開会

２．挨拶 ＳＥＮＡ会長 鈴木浜松市長

３．趣旨説明

（１）開催趣旨

（２）国の円卓会議の状況について

（３）三遠南信地域の人材育成の状況

４．討議

（１）地域企業が求める人財像

（２）大学における人財育成の取組状況と課題

（３）三遠南信地域産学官人財育成の取組の方向性

５．取組方針 ＳＥＮＡ会長 鈴木浜松市長

６．閉会

5

第１回第１回第１回第１回 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議

・日時 平成25年2月1日 14:00～17:00 ・会場 ホテルクラウンパレス浜松４階「芙蓉」



石黒 功

小池 高弘

神野 吾郎

小野 喜明

山本 敏博

御室 健一郎

津田 紘

藤山 義修

吉崎 敬次

金田 三千男

萩本 範文

佐藤 元彦

安田 孝志

寺嶋 一彦

伊藤 晴康

三枝 幸文

木村 雅和

宮内 博実

荒木 信幸

雨宮 正一

田中 誠一

江田 英雄

高松 彰充

鈴木 康友

佐原 光一

牧野 光朗

戸田 敏行

イシグロ農材㈱ 代表取締役社長

小池商事㈱ 代表取締役社長

㈱サーラコーポレーション 代表取締役社長

㈱トヨテック 代表取締役社長

聖隷福祉事業団 理事長

浜松信用金庫 理事長

(公財)浜松地域イノベーション推進機構 理事長

㈱フジヤマ 代表取締役社長

毎日企業㈱ 代表取締役社長

㈱蔵 代表取締役社長

多摩川精機㈱ 代表取締役副会長

愛知大学 学長

愛知工科大学 学長

豊橋技術科学大学 副学長

豊橋創造大学 学長

静岡産業大学 学長

静岡大学 副学長

静岡文化芸術大学 副学長

静岡理工科大学 学長

浜松学院大学 学長

常葉大学 浜松キャンパス長・副学長

光産業創成大学院大学 ﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰ長

飯田女子短期大学 学長

ＳＥＮＡ会長 浜松市長

ＳＥＮＡ副会長 豊橋市長

ＳＥＮＡ副会長 飯田市長

ＳＥＮＡアドバイザー 愛知大学 教授

文部科学省高等教育局専門教育課 企画官 小林洋介

浜松市立高等学校 校長 杉浦文夫

経済界

大学

行政

ｺｰﾃﾞｨﾈ-ﾀｰ

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ

（欠席）

（欠席）

資料４-１ 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨、経緯について

プログラム

１．開会

２．挨拶 ＳＥＮＡ会長 鈴木浜松市長

３．趣旨説明

（１）三遠南信地域産学官人財育成円卓会議の趣旨、経緯について

（２）三遠南信地域産学官人財育成ワーキング（計2回）の説明

（３）三遠南信地域産学官人財育成に向けたアクションプランについて

４．討議

（１）テーマ１ 人財マッチング事業について

（２）テーマ２ 人財育成事業について

（３）テーマ３ 三遠南信地域への定住化について

（４）推進体制について

５．まとめ

６．閉会

6

第２回第２回第２回第２回 三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議三遠南信地域産学官人財育成円卓会議

・日時 平成26年2月17日 14:00～17:00 ・会場 ホテルクラウンパレス浜松 松の間



アクションプラン

１．人財マッチン１．人財マッチン１．人財マッチン１．人財マッチン

グ事業グ事業グ事業グ事業

２．人財育成事２．人財育成事２．人財育成事２．人財育成事

業業業業

３．三遠南信地３．三遠南信地３．三遠南信地３．三遠南信地

域への定住化域への定住化域への定住化域への定住化

事業の方向性

（１）大学生と地域企業の人（１）大学生と地域企業の人（１）大学生と地域企業の人（１）大学生と地域企業の人

財マッチング事業財マッチング事業財マッチング事業財マッチング事業

（２）大学と高校の連携事業（２）大学と高校の連携事業（２）大学と高校の連携事業（２）大学と高校の連携事業

（１）大学生・高校生向けの人（１）大学生・高校生向けの人（１）大学生・高校生向けの人（１）大学生・高校生向けの人

財育成事業財育成事業財育成事業財育成事業

（２）社会人向けの人財育成（２）社会人向けの人財育成（２）社会人向けの人財育成（２）社会人向けの人財育成

事業事業事業事業

（１）地域への定住化促進事（１）地域への定住化促進事（１）地域への定住化促進事（１）地域への定住化促進事

業業業業

（２）住み続けたいと感じる地（２）住み続けたいと感じる地（２）住み続けたいと感じる地（２）住み続けたいと感じる地

域情報の発信事業域情報の発信事業域情報の発信事業域情報の発信事業

１）高校生の地域大学理解の促進１）高校生の地域大学理解の促進１）高校生の地域大学理解の促進１）高校生の地域大学理解の促進

２）大学と高校が連携した情報発信事業２）大学と高校が連携した情報発信事業２）大学と高校が連携した情報発信事業２）大学と高校が連携した情報発信事業

３）地域企業の見学会等による企業情報の発信

１）インターンバイトの実施１）インターンバイトの実施１）インターンバイトの実施１）インターンバイトの実施

２）地域の活性化に繋がる人財育成事業２）地域の活性化に繋がる人財育成事業２）地域の活性化に繋がる人財育成事業２）地域の活性化に繋がる人財育成事業

３）大学生のコミュニケーション能力向上プログラムの開発

４）地域企業の能力を活用した人財育成事業の充実

１）地域イノベーション人財育成事業の推進１）地域イノベーション人財育成事業の推進１）地域イノベーション人財育成事業の推進１）地域イノベーション人財育成事業の推進

２）企業の新分野進出支援等のための人財育成事業

３）社会人インターンシップ制度の整備

１）地域大学への進学促進事業１）地域大学への進学促進事業１）地域大学への進学促進事業１）地域大学への進学促進事業

２）地域へのＵターン人財の確保

１）大都市圏など地域外に対する地域情報の発信１）大都市圏など地域外に対する地域情報の発信１）大都市圏など地域外に対する地域情報の発信１）大都市圏など地域外に対する地域情報の発信

２）大学生や高校生に対する地域情報の発信

朱書き下線の事業を候補として次の事業展開を図る

１）大学生と地域企業の交流促進事業１）大学生と地域企業の交流促進事業１）大学生と地域企業の交流促進事業１）大学生と地域企業の交流促進事業

２）地域資源を活用した多様なインターンシップの推進２）地域資源を活用した多様なインターンシップの推進２）地域資源を活用した多様なインターンシップの推進２）地域資源を活用した多様なインターンシップの推進

３）就職活動支援Webサイトの整備（（仮）三遠南信地域人財ナビ）

資料４-２ アクションプランの体系

第２回三遠南信地域産学官人財育成円卓会議 説明資料より一部加工



資料４-２ アクションプラン１．人財マッチング事業

アクションプラン１．人財マッチング事業アクションプラン１．人財マッチング事業アクションプラン１．人財マッチング事業アクションプラン１．人財マッチング事業

（（（（1111）大学生と地域）大学生と地域）大学生と地域）大学生と地域

企業との人財企業との人財企業との人財企業との人財

マッチング事業マッチング事業マッチング事業マッチング事業

１）大学生と地域企業の交流促進事業

①地域企業経営者との対話・交流機会の創出①地域企業経営者との対話・交流機会の創出①地域企業経営者との対話・交流機会の創出①地域企業経営者との対話・交流機会の創出…………（（（（No.1No.1No.1No.1））））

※進め方のイメージ

■企業、経済界のトップが大学生に対して授業・ディスカッションを行う

②地域企業が独自に実施している公開講座への大学生の参加

③大学生の研究や地域貢献活動についてのプレゼンテーション機会の創出

２）地域資源を活用した多様なインター

ンシップの推進

①地域の特徴をとらえたインターンシッププログラムの開発①地域の特徴をとらえたインターンシッププログラムの開発①地域の特徴をとらえたインターンシッププログラムの開発①地域の特徴をとらえたインターンシッププログラムの開発…………（（（（No.2No.2No.2No.2））））

例：複数企業連携型インターンシップ 農商工連携・農林水産業インターンシップ

海外インターンシップ

※進め方のイメージ

■各大学が実施しているインターンシッププログラム情報の共有

■企業受け入れ先と各大学の総合コーディネート

②企業が内定を出す前提での実践型採用直結インターンシップの実施

③個々の自治体が保有する公的施設等を利用した遠方インターン生の滞在支援

④地域企業のインターンシップ導入セミナーの開催

３）就職活動支援Webサイトの整備

（（仮）三遠南信地域人財ナビ）

①地域企業情報の発信サイト

※進め方のイメージ

■三遠南信地域が誇る特徴的の企業の情報発信サイト運営

②地域企業への就職希望エントリーシステム（インターンシップ含む）

（（（（2222）大学と高校の）大学と高校の）大学と高校の）大学と高校の

連携事業連携事業連携事業連携事業

１）高校生の地域大学理解の促進

①大学講義を高校生に開放し、地域大学への関心や理解を醸成①大学講義を高校生に開放し、地域大学への関心や理解を醸成①大学講義を高校生に開放し、地域大学への関心や理解を醸成①大学講義を高校生に開放し、地域大学への関心や理解を醸成

…………（（（（No.3No.3No.3No.3））））

※進め方のイメージ

■「三遠南信オープンキャンパス」各大学が実施している高校生向け

オープンキャンパス等で高校生向け講義の情報共有、web発信

２）大学と高校が連携した情報発信事

業

①大学のキャンパスや授業を紹介する冊子を作成し高校へ普及①大学のキャンパスや授業を紹介する冊子を作成し高校へ普及①大学のキャンパスや授業を紹介する冊子を作成し高校へ普及①大学のキャンパスや授業を紹介する冊子を作成し高校へ普及

…………（（（（No.4No.4No.4No.4））））

３）地域企業の見学会等による企業情

報の発信

①大学生・高校生を対象とした企業見学会や説明会を実施し、企業情報を発信

朱書き下線の事業を候補として次の事業展開を図る



資料４-２ アクションプラン２．人財育成事業

アクションプラン２．人財育成事業アクションプラン２．人財育成事業アクションプラン２．人財育成事業アクションプラン２．人財育成事業

（１）大学生・高校

生向けの人財育

成事業

１）インターンバイトの

実施

①①①①資格取得などに繋がるアルバイト型インターンシップの実施資格取得などに繋がるアルバイト型インターンシップの実施資格取得などに繋がるアルバイト型インターンシップの実施資格取得などに繋がるアルバイト型インターンシップの実施…………（（（（No.5No.5No.5No.5））））

（建築士、施工管理技士、ＦＰ等）

※進め方のイメージ

■企業理解を促進するアルバイト型インターシッププログラムの企業との共同作成

２）地域の活性化に

繋がる人財育成事業

①①①①行政、経済界からの地域課題に対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施行政、経済界からの地域課題に対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施行政、経済界からの地域課題に対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施行政、経済界からの地域課題に対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施

…………（（（（No.6No.6No.6No.6））））

※進め方のイメージ

■地域や経済界（企業）が抱える地域課題を提供頂き、その情報を一元化して

各大学へ投げかける

ゼミの専門分野とマッチングさせ、PBL（Project-Based Learning 課題解決型学

習）の教育プログラムをゼミ等で実施する

②社会人、大学生、高校生が参加する三遠南信ビジネスプランコンテストの実施

③大学・産業支援機関等による産学官共同事業の推進

３）大学生のコミュニ

ケーション能力向上

プログラムの開発

①大学間の専門分野の単位互換制度の充実化

②ワークショップ方式による複数校参加型授業の導入

４）地域企業の能力を

活用した人財育成事

業の充実

①地域企業が得意とする専門分野について大学との連携による大学講座（冠講座）の実施

（２）社会人向け

の人財育成事業

１）地域イノベーション

人財育成事業の推進

①①①①商工会議所、商工会が実施する研修プログラムの統合化による多様な研修機会の提供商工会議所、商工会が実施する研修プログラムの統合化による多様な研修機会の提供商工会議所、商工会が実施する研修プログラムの統合化による多様な研修機会の提供商工会議所、商工会が実施する研修プログラムの統合化による多様な研修機会の提供

…………（（（（No.7No.7No.7No.7））））

※進め方のイメージ

■東三河広域経済連合会のプロジェクトをベースに、社会人向け研修・セミナーの

一部を大学も手がけ、経済界と大学が共同で社会人向け研修・セミナーの

プログラムを作成する

②異業種・異分野の企業人・学生等が集まる広域的な交流サロンの実施

２）企業の新分野進

出支援等のための人

財育成事業

①社会人博士制度（入学の地域枠等）の充実

②社会人向けに短期集中型の新分野修学カリキュラムの整備

③社会人向けの聴講制度の料金低額化

３）社会人インターン

シップ制度の整備

①技術系人財が営業・小売販売、営業系人財が技術系でのインターンシップ

②遠方の商工会議所等との連携による広域エリアでの社会人インターンシップ

③知的財産活用型のインターンシップ

朱書き下線の事業を候補として次の事業展開を図る



資料４-２ アクションプラン３．三遠南信地域への定住化事業

アクションプラン３．三遠南信地域への定住化アクションプラン３．三遠南信地域への定住化アクションプラン３．三遠南信地域への定住化アクションプラン３．三遠南信地域への定住化

（１）地域への定

住化促進事業

１）地域大学への進学促進事業

①大学、行政、経済界のトップによる高校生に対する授業①大学、行政、経済界のトップによる高校生に対する授業①大学、行政、経済界のトップによる高校生に対する授業①大学、行政、経済界のトップによる高校生に対する授業…………（（（（No.8No.8No.8No.8））））

※進め方のイメージ

■大学、行政、経済界のトップが高校生に対して理念・思想を語る授業を行う。

２）地域へのUターン人財の確保

①高校の卒業生データを活用して、三遠南信地域への①高校の卒業生データを活用して、三遠南信地域への①高校の卒業生データを活用して、三遠南信地域への①高校の卒業生データを活用して、三遠南信地域へのUUUUターン人財の確保ターン人財の確保ターン人財の確保ターン人財の確保

…………（（（（No.9No.9No.9No.9））））

（２）住み続けた

いと感じる地域

情報の発信事業

１）大都市圏など地域外に対する地

域情報の発信

①三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊子の作成と大都市圏でのPR

２）大学生や高校生に対する地域情

報の発信

①地域の産業・文化・生活環境等や地域のNPO等に関する公開講座の実施

②地域企業の事業活動の紹介等に関する公開講座の実施

朱書き下線の事業を候補として次の事業展開を図る



第１回第１回第１回第１回 三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング

日時 平成26年10月8日（水）14時～16時

場所 浜松市役所 北館 101号会議室

参加企業（6社）

㈱サーラコーポレーション、（社福）聖隷福祉事業団、浜松信用金庫、（公財） 浜松地域イノベーション推進機

構、 ㈱フジヤマ、多摩川精機㈱

参加大学（8大学）

愛知大学、豊橋技術科学大学、豊橋創造大学、静岡産業大学、静岡理工科大学、浜松学院大学、常葉大学、

飯田女子短期大学

議事

１．ワーキング参加者確認、２．本ワーキングの設置と現況確認、３．アクションプランの進捗状況、４．今後の

アクションプランの取組方針について、５．第３回三遠南信地域産学官人財育成円卓会議について

第２回第２回第２回第２回 三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング三遠南信地域産学官人財育成ワーキング

日時 日時：平成26年11月20日（木）14時～16時

場所 浜松市役所 本館 802会議室

参加企業（3社） ㈱サーラコーポレーション、浜松信用金庫 、多摩川精機㈱

参加大学（9大学）

愛知大学、豊橋技術科学大学、豊橋創造大学、静岡産業大学、静岡文化芸術大学、静岡理工科大学、浜松

学院大学、常葉大学、飯田女子短期大学

議事

１．経営者講義アンケート実施報告、２．アクションプランのあり方についてのアンケート結果について、３．アク

ションプランの来年度以降の取扱い方針について、４．第３回三遠南信地域産学官人財育成円卓会議につい

て

資料４－３．三遠南信産学官人財育成ワーキング会議の開催について



資料４－４．アクションプランの実施状況について

①大学情報発信

アクションプランの№2・3・4に関連する事業として、平成23年度に作成した冊子『三遠南信の大学紹介』のデータを基本として、

SENA公式WEBサイト（http://www.sena-vision.jp/）内に、『三遠南信地域の大学紹介』ページ

（http://www.sena-vision.jp/university/index.html）を作成しました。

① SENA公式WEBサイト内にバナーを設置

② インデックスページを用意

拡

大

③ 紹介ページ全景（例は愛知大学様）

冊子時の学生構成比の記載を

やめ、新たに次の2項目を設置。

� 在校生・企業採用担当者向け

「就職活動支援情報」「就職活動支援情報」「就職活動支援情報」「就職活動支援情報」

� 受験生・高校生向け

「オープンキャンパス・「オープンキャンパス・「オープンキャンパス・「オープンキャンパス・

学校見学情報」学校見学情報」学校見学情報」学校見学情報」

リンク先は各大学が所有する

WEBサイトの情報掲載ページなど。



資料４－４．アクションプランの実施状況について

②経営者講義について－アンケート調査の結果

１．アンケートの調査概要１．アンケートの調査概要１．アンケートの調査概要１．アンケートの調査概要

目的

アクションプラン「地域企業経営者と大学・高校生の対話・交流機会の創出事業」における

「企業経営者講義」の実施に向けて、関心や賛同の意向を把握した。

「企業経営者講義」は、企業経営者がこの地域で学ぶ大学生、高校生等へ仕事観やビジョ

ンを語り、学生の企業・地域への意識・関心を高めようとするもの。

実施時期 平成26年10月～11月

配布数 402票（三遠南信地域の商工会議所の正副会頭・常議員、商工会正副会長）

回収数 129票（32％）（内訳：東三河41票、遠州59票、南信州29票）

２．回答結果２．回答結果２．回答結果２．回答結果

①大学で講義を行うことができる と回答 ２６名（20％） ※遠州12名、東三河10名、南信州4名

②講義はできない と回答 １０３名（80％）



資料４－４．アクションプランの実施状況について

②経営者講義について－経営者講演リスト

講演カテゴリー

地域/氏名等

１．自社について ２．ビジネスについて ３．地域問題について ４．政治・経済について

５．ライフスタイルにつ

いて

1 浜松商工会議所

副会頭

（福） 聖隷福祉事業団

理事長

山本敏博

社史、企業ビジョン、事業内

容、業界動向、人事、人材

育成 等

経営論、組織論、マネージメ

ント、リーダーシップ 等

少子高齢化 等 社会問題全般 等

2 浜松商工会議所

常議員

静岡エフエム放送（株）

代表取締役社長

祐嶋繁一

社史、企業ビジョン、事業内

容、業界動向 等

経営論、マネージメント 等

芸能・文化、イベント・催し

等

政治・経済：マスコミ 等 経験・体験談 等

3 浜松商工会議所

常議員

（有） 竹八不動産事務所

代表者

竹田昌治

事業内容、業界動向 等 ビジネス：サービス業 等

4 浜松商工会議所

常議員

河合省吾税理士事務所

東海税理士会浜松西支部長

河合省吾

財務会計 等 相続、事業継承 等

5 浜松商工会議所

浜松信用金庫

役員や業務に精通している職員

適宜 適宜 適宜 適宜 適宜

6 浜松商工会議所

常議員

（学） 爽青会専門学校ルネサンス

アカデミー

理事長・学校長

中野勘次郎

社史、企業ビジョン、事業内

容、業界動向、人事、人材

育成 等

リーダーシップ、サービス業

等

夢、家族、経験・体験

談、健康・美容 等

7 浜松商工会議所

（株） ヤタロー

SV事業本部執行役員

小楠浩丈

事業内容 等

8

掛川商工会議所

常議員

(株)川島組

代表取締役社長

川島達也

企業ビジョン、事業内容、業

界動向 等

経営論、リーダーシップ、営業

等

地域活性化、災害 等

夢、経験・体験談、健

康・美容、住まい 等

9 掛川商工会議所

常議員

掛川タクシー(株)
代表取締役

早瀬公夫

地域活性化、まちづくり、観

光、交通 等

地域情報化が最も得意

10 奥浜名湖商工会

奥浜名湖商工会

事務局長

（中小企業診断士）

杉本光生

経営論、マネージメント、リー

ダーシップ、マーケティング、

危機管理 等

11 天竜商工会 木下恒雄

地域問題：観光、地域史

等

12 奥浜名湖商工会

株式会社入河屋

五代目

松嵜善治郎

企業ビジョン、業界動向 等 経営論、ものづくり 等 経験・体験談 等

１．遠州地域



資料４－４．アクションプランの実施状況について

講演カテゴリー

地域/氏名等

１．自社について ２．ビジネスについて ３．地域問題について ４．政治・経済について ５．ライフスタイルについて

1 豊橋商工会議所

副会頭

株式会社サーラコーポレー

ション

取締役社長

神野吾郎

社史、企業ビジョン、事

業内容、業界動向 等

経営論、マネージメント、

リーダーシップ、イノベー

ション 等

地域活性化、まちづくり、中

心市街地 等

2 豊橋商工会議所

副会頭

大三紙業株式会社

代表取締役社長

松井孝悦

企業ビジョン 等

経営論、マネージメント、

リーダーシップ、マーケティ

ング 等

まちづくり 等 タイムマネジメント 等

3 豊橋商工会議所

副会頭

ヤマサちくわ株式会社

代表取締役社長

佐藤元英

社史、企業ビジョン 等

地域活性化、まちづくり、観

光 等

グルメ 等

4 豊橋商工会議所

監事

中部ガス株式会社

取締役会長

中村捷二

社史、企業ビジョン、事

業内容、業界動向、人

事、人材育成 等

経営論、マネージメント、

リーダーシップ 等

地域活性化、まちづくり、中

心市街地 等

5 豊橋商工会議所

常議員

豊国工業株式会社

代表取締役

山内有恒

社史、企業ビジョン、事

業内容、業界動向 等

6 豊橋商工会議所

豊橋信用金庫

理事部長

渡辺寛司

事業内容 等 地域活性化 等

7 豊川商工会議所

副会頭

新東工業（株）

豊川製作所

特別顧問

川合悦藏

社史、事業内容、人材

育成 等

経営論、マネージメント、グ

ローバル化、リーダーシッ

プ 等（ものづくり企業対象

に限る。主として技術経営

（ＭＯＴ）全般）

国際情勢、日本経済 等

8 豊川商工会議所

副会頭

（株）トヨテック

代表取締役社長

小野喜明

社史、企業ビジョン、事

業内容、業界動向 等

経営論、マネージメント、

マーケティング、営業 等

地域活性化、まちづくり、産

業史 等

国際情勢、日本経済 等

9 豊川商工会議所

常議員

シンニチ工業（株）

代表取締役社長

木下良夫

企業ビジョン、事業内

容、人材育成 等

経営論、組織論、マネージ

メント、リーダーシップ 等

10 豊川商工会議所

常議員

ティビーアール（株）

代表取締役社長

福井宏海

社史、企業ビジョン、事

業内容、業界動向 等

②経営者講義について－経営者講演リスト

２．東三河地域



資料４－４．アクションプランの実施状況について

講演カテゴリー

地域/氏名等

１．自社について ２．ビジネスについて ３．地域問題について

４．政治・経済につい

て

５．ライフスタイルに

ついて

1 飯田商工会議所

常議員

北沢建設(株)
代表取締役社長

北沢資謹

企業ビジョン、事業内容、

業界動向、人材育成 等

災害、公共インフラ 等

2 飯田商工会議所

ＮＰＯ法人しんきん南信州地域研

究所研究員

林郁夫

地域活性化、まちづくり、観光、

地域史、産業史、少子高齢化、

イベント 等

3 飯田商工会議所

木下建設(株)
土木工事部長

藤本郁夫

事業内容 等 ものづくり 等 災害、公共インフラ 等

4 宮田村商工会

副会長

有限会社野溝製作所

代表取締役

野溝昭次

社史、企業ビジョン 等 経営論、顧客満足 等

地域活性化、少子高齢化、過

疎化、災害 等

社会問題全般 等

家族、経験・体験談

等

②経営者講義について－経営者講演リスト

３．南信州地域



資料４－４．アクションプランの実施状況について

②経営者講義について

地域経営者講義の実施

日時：平成26年11月29日（土） 11：00～12：30
場所：愛知大学豊橋校舎620教室

講師：株式会社平松食品 代表取締役 平松賢介氏

演題：世界の食卓につくだ煮を「三河つくだ煮の未来づくり」

受講生：40名

■企業データ

製造品目 魚介類のつくだ煮、甘露煮（6種類、35品目）

従業員数：135名 住所：〒441-0155 豊橋市梅藪町折地2-1 
H P http://www.bisyoku.com/ 

■企業概要

あさり・はぜ等魚介類の伝統的なつくだ煮・甘露煮の製法を守りつつ、

経営理念である「美食一品献上」を具現化し、時代のニーズを捉えた製

品の開発、新しいつくだ煮料理の発信を行う食品メーカー。

つくだ煮は日本固有の食文化であり、海外には類を見ない。豊橋地区

で作られる「三河つくだ煮」は、国内でも有数の生産地であり、全国

津々浦々に商品が行き渡っている。

「世界の食卓につくだ煮を」 －つくだ煮の海外展開を行っている。ベ

ルギーの世界食品コンクール・モンドセレクションで金賞を受賞。アメリ

カ、台湾、中国などへ製品の輸出を行っている。日本の伝統食品が世

界標準の食品へと進化し続けていくことを実現するつくだ煮メーカー。

■主な製品

さんま蒲焼、いわし甘露煮、あさりしぐれ、にしんうま煮、あゆ甘露煮、

本はぜ甘露煮など魚介のつくだ煮・甘露煮



資料４－４．アクションプランの実施状況について

②経営者講義について

◆つくだ煮の歴史と

三河湾

・つくだ煮は江戸初期に誕生し参勤交代で全国へ広まる。

・遠浅の海が広がる三河湾。汽水域に豊富な海の幸と三河平野の醤油・水飴などの食文化を活かした商品づくり。

・良い原料が地域にあるから、より製品ができる。

◆つくだ煮の未来づ

くり

・国内マーケットは縮小している。新しいポジションを確立するため、新商品を開発。日本のモダンな食文化として発信。

・さらに、海外マーケットへ展開。調査研究、販売促進など地道な努力を重ねて新しいつくだ煮を世界へ拡大。

・2006年以降、海外展開を加速。中国、香港、台湾、タイ、ニューヨークなど

・2014年にはモンドセレクション10年連続受賞。

◆海外販路開拓の

取り組み

・海外へのアクションプランを作成し、各国の味覚や文化に合わせた提案。例として甘辛煮の味の表現として「TERIYAKI－FISH」への進化

・海外とのつながりは人との信用力が重要

・輸出指向の強い食品異業種メーカー集団として共同組織「愛知県食品輸出研究会」を立ち上げる。

・ネットワークを駆使して個々にスキルアップ、インバウンドや輸出商談会で積極的なプロモーション活動。海外展示会や商談会にスピー

ディに対応し海外販路開拓。

◆地域コラボレー

ションと地域戦略

・地域で始まる新しい取り組みから地域活性化を目指す。地域にある水産高校、県立水産試験場、漁協などとコラボレーションを実現。

・お互いのニーズとリソースを組み合わせて、商品共同開発に取り組む。水産高校の専門知識と若者の柔軟な思考を活かして、パブリック

ブランドを生み出す。

・産学共同開発により「愛知丸ごはん」が平成24年3月に誕生。初年度5万本出荷。愛知県や国の食品コンクールの最優秀賞。2014年モン

ドセレクション金賞受賞。

◆若い人へのメッ

セージ

・柔軟な思考を持ち続けること。人間が持つ頭は２種類ある。「地頭」は先天的なもの。「素頭」は環境に合わせて変化し多くのことを学び発

想を豊かにする。「素頭」を鍛えて楽しい人生を過ごしてほしい。

・地域のリソースを繋げて統合させていくと新しいビジネスが生まれる。どんな方向から次の展開が生まれてくるのか分からない時代に

なった。情報を入手、整理できる力を付け、地域で活躍してほしい。

講義の骨子と経営者から学生へのメッセージ



資料４－４．アクションプランの実施状況について

③アクションプランのアンケート結果

１．アンケートの実施概要１．アンケートの実施概要１．アンケートの実施概要１．アンケートの実施概要

目的

第2回三遠南信地域産学官人財育成円卓会議にて確認された、人財育成のためのアクションプランについ

て、今後の推進方針やあり方について、WG構成員の意向を確認するため。

実施時期 平成26年10月～11月

依頼数 総数23（三遠南信地域内の13大学、10企業）

回答数 14（61％）（内訳：９大学、５企業）

２．アンケート内容２．アンケート内容２．アンケート内容２．アンケート内容

【設問１】

◆№１～９の項目について、優先して実施すべきと考える項目順に１から９の数字を振ってください。

【設問２】

◆№１～９の項目について、以下の選択肢から１つ選んでください。

・ このまま取り組むべき

・ 内容について見直しが必要

・ 優先実施項目から除外すべき

【設問２-A】（設問２において、「内容について見直しが必要」・「優先実施項目から除外すべき」を選択した方にお尋ねします。）

◆「設問２」において、「見直し」・「除外」を選択した理由を以下の選択肢から１つ選んでください。

・ 設定の意図が不明

・ 内容がわかりづらい

・ その他

【設問２-B】（設問２-Aにおいて、「その他」を選択した方にお尋ねします。）

◆「設問２-A」において、「その他」を選択した理由を以下の回答マスに記載してください。

【設問３】

◆赤太文字（№１～９）以外で実効性や実施可能性が高いと思われるものがありましたら、中項目（片カッコ）ごとに１つ選択し、

黒丸（●）を記入してください。

【設問４】

◆新たに取り組んでみたい事業や活動がありましたら、ご記入ください。（具体的な名称や事柄でなくても、イメージなどでも構いません。）

【設問５】

◆自由記載欄です。アクションプランに提示されている項目について、所感等ございましたら、ご記入ください。

（よりよいものにするについては、どうすればよいのか等）



資料４－４．アクションプランの実施状況について

③アクションプランのアンケート結果

２．アンケートの結果２．アンケートの結果２．アンケートの結果２．アンケートの結果

【設問1、2、2-A、2-B、3】

＜設問1について＞

◆ 判定を容易にするため、以下のように評点をつけ、優先順位づけを行った。

優先順位 ： 1位 → 2位 → … → 8位 → 9位

評 点 ： 9点 → 8点 → … → 2点 → １点

＜設問2（別表参照）＞

◆優先順位上位（別表上位）のものは、「このまま取り組むべき」という意見のみであった。

◆順位下位のものについては「優先項目から除外すべき」という意見も見受けられた。

＜設問2-A、2-B（別表参照）＞

◆見直しが必要とする根拠についても別表を参照のこと。

＜設問1から2に関して＞

◆経営トップ（業種を問わず）による働きかけが関係する同様のアクションプラン（№1と№8）についても、1位と7位に評価がわかれた。

◆総じて「アクションプラン1『人財マッチング事業』」の評価が高く、アクションプランの「2」や「3」への評価が低い。

＜設問3＞

◆現在、優先実施項目と同様、アクションプラン1に多くの票が集まる結果となった。

◆アクションプランの種別単位で、上位の票数を獲得したものは以下の表のとおりである。

左記の方式により順位付けした結果はP.18別表のとおり。

アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１．．．．人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業

((((1111)))) 1)
③大学生の研究や地域貢献活動について

のプレゼンテーション機会の創出

8

((((1111)))) 3) ①地域企業情報の発信サイト 8

((((2222)))) 3)
①大学生・高校生を対象とした企業見学

会や説明会を実施し、企業情報を発信

8

アクションプラン２アクションプラン２アクションプラン２アクションプラン２．．．．人財育成事業人財育成事業人財育成事業人財育成事業

((((1111)))) 2)
③大学・産業支援機関等による産学官共同事業

の推進

5

((((1111)))) 3) ①大学間の専門分野の単位互換制度の充実化 5

((((1111)))) 4)
①地域企業が得意とする専門分野について大学

との連携による大学講座（冠講座）の実施

8

((((2222)))) 1)
②異業種・異分野の企業人・学生等が集まる広

域的な交流サロンの実施

5

アクションプラン３アクションプラン３アクションプラン３アクションプラン３．．．．三遠南信地域への定住化三遠南信地域への定住化三遠南信地域への定住化三遠南信地域への定住化

((((2222)))) 1)
①三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊

子の作成と大都市圏でのPR
5



資料４－４．アクションプランの実施状況について

③アクションプランのアンケート結果

【設問4】

◆寄せられた意見は以下の3点のみ。

プログラム名プログラム名プログラム名プログラム名 具体的活動イメージ具体的活動イメージ具体的活動イメージ具体的活動イメージ

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン1111 （１）－２） 地域の特徴をとらえたインターンシッププログラムの開発 長期インターンシップ（3ヶ月）

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン2222 （１）－２）

社会人、大学生、高校生が参加する三遠南信ビジネスプラン

コンテストの実施

専門性の高い社会人の分野別リスト作成

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン2222 （１）－２）

地域企業が得意とする専門分野について大学との連携による

大学講座（冠講座）の実施

寄附講座の開設

アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１．．．．人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業

((((1111)))) １） ①①①①地域企業経営者との対話地域企業経営者との対話地域企業経営者との対話地域企業経営者との対話・・・・交流機会の交流機会の交流機会の交流機会の

創出創出創出創出…………（（（（№№№№1111））））

●できれば現場で実施しましょう

●大学の学生にとって、就職先となる可能性がある地域企業（経営者）との対話や交流は、就職のミスマッチを防

ぐ意味でも効果的だと思う。こうした取り組みは、多くの学生を対象に企画しないと、学部学科によっては、参

加者の偏りが懸念される。

●引続き役員や業務に精通する職員が大学の冠講座を行ったり、小・中・高校生（主に中学生）に対して金融教育

を行っていく方針。

●行政、大学、高校などの要請にもとづいて、一般経済状況、地域経済史、将来のあるべき姿、労働感・勤労観な

どについての講演を行っています。

●地元に優良な企業群があることを知ってもらう良い取り組みであると考える。

②地域企業が独自に実施している公開講

座への大学生の参加

●企業のPR能力UPを。

③大学生の研究や地域貢献活動について

のプレゼンテーション機会の創出

●地域にある大学の使命感を高めましょう

●「場」を提供するのではなく、各大学において行われている様々な研究発表やプレゼンテーションの場に、行政

や企業の皆様の積極的な参加を望む。

２） ①①①①地域の特徴をとらえたインターンシッ地域の特徴をとらえたインターンシッ地域の特徴をとらえたインターンシッ地域の特徴をとらえたインターンシッ

ププログラムの開発ププログラムの開発ププログラムの開発ププログラムの開発…………（（（（№№№№2222））））

●諸外国で実施されている1～2年程度の時間をかけて行う長期実務体験のようなプログラムの方が、学生と企業双

方にとって有効かもしれません。

②企業が内定を出す前提での実践型採用

直結インターンシップの実施

●就活との一体化にならないこと

((((2222)))) １） ①①①①大学講義を高校生に開放し大学講義を高校生に開放し大学講義を高校生に開放し大学講義を高校生に開放し、、、、地域大学地域大学地域大学地域大学

への関心や理解を醸成への関心や理解を醸成への関心や理解を醸成への関心や理解を醸成…………（（（（№№№№3333））））

●本学においても、高校大学連携事業により積極的に取り組んでいる。

●大学が校舎持ち回りで幹事校を決めてやれば浜松でもすぐに実施できると思う。

●高大連携事業で今年8月に開催された「ﾗｰﾆﾝｸﾞﾌｪｽﾀ2014」は、大変良い取組みであったと思います。今後、大学

授業のみでなく、企業や行政部門が担当する講座の新設も一度検討されてみてはいかがでしょうか？産学官連携

のプログラムへと発展できるのではと考えます。

●大学で具体的にどのようなことが学べるのかを高校生が直に知ることで、地域大学への関心が高まると考える。

【設問5】

◆意見が寄せられた項目のみ抜粋。



資料４－４．アクションプランの実施状況について

③アクションプランのアンケート結果

アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１アクションプラン１．．．．人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業

２） ①①①①大学のキャンパスや授業を紹介する冊大学のキャンパスや授業を紹介する冊大学のキャンパスや授業を紹介する冊大学のキャンパスや授業を紹介する冊

子を作成し高校へ普及子を作成し高校へ普及子を作成し高校へ普及子を作成し高校へ普及…………（（（（№№№№4444））））
●各大学ともに、学生の獲得については様々な努力を行っている。情報発信は特に重要な項目であると思うが、限

られた情報量で学生が必要とするものを提供することは非常に難しいと思う。また、活字による情報提供は修正

が難しく、古い情報がいつまでも残ることが危惧される。

３） ①大学生・高校生を対象とした企業見学

会や説明会を実施し、企業情報を発信

●地域企業のホスピタリティが問われる

【設問5（続き）】

◆意見が寄せられた項目のみ抜粋。

アクションプラン２アクションプラン２アクションプラン２アクションプラン２．．．．人財育成事業人財育成事業人財育成事業人財育成事業

(1) １） ①資格取得などに繋がるアルバイト型イ

ンターンシップの実施…（№5）

●インターンシップを利用して、学生を安価に働かせる事案も見られるため、プログラムとして実施する場合は、事務局におい

て参加する企業の精査など、慎重に進めるべき。

●業種によって対応可否の差が生じる取り組みですので、可能な業種は積極的に取り組んでいただきたいと考えます。

２） ①行政、経済界からの地域課題に対応し

た大学（ゼミ等）コラボレーション事業の

実施…（№6）

●事業としての確かな実績を早く作ることが必要

●大学に寄付講座を開設するとともに、社会人大学院入学や共同研究を行うなどの取り組みを行ってきています。

(2) １） ①商工会議所、商工会が実施する研修

プログラムの統合化による多様な研修機

会の提供…（№7）

●企業向けのプランとして考えた場合は「このまま取り組むべき」とすることに依存は無い

●当地においては、商工会議所から人材育成に関わる機能が離れ、公益財団法人南信州･飯田産業センター、経営者協会、

中小企業団体中央会などの組織がその機能を担い、人材育成･研修事業を推進しています。

②異業種・異分野の企業人・学生等が集

まる広域的な交流サロンの実施

●寄席のような雰囲気で実施したらどうか

２） ①社会人博士制度（入学の地域枠等）の

充実

●研究科前期・後期課程共に社会人選抜受け入れ制度はある。

アクションプラン３アクションプラン３アクションプラン３アクションプラン３．．．．三遠南信地域への定三遠南信地域への定三遠南信地域への定三遠南信地域への定

住化住化住化住化

((((1111)))) １） ①①①①大学大学大学大学、、、、行政行政行政行政、、、、経済界のトップによる高校経済界のトップによる高校経済界のトップによる高校経済界のトップによる高校

生に対する授業生に対する授業生に対する授業生に対する授業…………（（（（№№№№8888））））

●トップに絞らずに

●地域の高校が毎年開催している、地域で働く様々な業種の社会人が、仕事や地域に対する思いなどを生徒に

伝える機会に、参加させていただいています。

●高校生には若干難しいのかもしれないが、良い取り組みだと考えるので推進してほしい。

２） ①高校の卒業生データを活用して、三遠南①高校の卒業生データを活用して、三遠南①高校の卒業生データを活用して、三遠南①高校の卒業生データを活用して、三遠南

信地域への信地域への信地域への信地域へのUUUUターン人財のターン人財のターン人財のターン人財の確保確保確保確保…………（（（（№№№№9999））））

●企業向けのプランとして考えた場合は「このまま取り組むべき」とすることに依存は無い

((((2222)))) ２） ②地域企業の事業活動の紹介等に関する公

開講座の実施

●地域の高校に複数の企業で出向き、企業紹介をさせていただいてはいかがでしょうか。



資料４－４．アクションプランの実施状況について

③アクションプランのアンケート結果（別表）

優先

順位

結果

アクションプラン 優先実施項目

設問1 設問2 設問2-A 設問2-B

総合評点 優先順位（平均値）

このまま取り

組むべき

内容について

見直しが必要

優先項目から

除外すべき

設問の意図が

不明

内容がわかり

づらい

その他大学 企業 大学 企業

順位 順位 順位 順位

1
地域企業経営者との対話・交流機会の創出…

（№1）－AP1

105

2.56 2.2

13 0 0 0 0 066 39

1 1 1 1

2
大学講義を高校生に開放し、地域大学への関心

や理解を醸成…（№3）－AP1

90

3.33 3.4
13 0 0 0 1 057 33

3 2 3 2

3
地域の特徴をとらえたインターンシッププログラ

ムの開発…（№2）－AP1

85

2.78 5.8
13 0 0 0 0 0

64 21

2 7 2 7

4

行政、経済界からの地域課題に対応した大学

（ゼミ等）コラボレーション事業の実施…（№6）－

AP2

82

3.67 5
12 1 0 0 1 0

57 25

3 4 4 4

5
大学のキャンパスや授業を紹介する冊子を作成

し高校へ普及…（№4）－AP1

64

5.67 4.8

8 4 1 0 1 4

●現在、各大学の入試関連情報は非常に充実しており、

学生は希望する大学の情報を簡単に入手することが

できる。改めて紹介冊子を作成する必要性を感じない。

●うわべだけの案内になる懸念がある

●高大連携事業を活用しては如何か

●各大学がそれぞれ行うべき

38 26

5 3 5 3

6
資格取得などに繋がるアルバイト型インターン

シップの実施…（№5）－AP2

62

5.67 5

9 3 1 0 2 2

●インターンシップによって取得できる資格の種類など、

具体的な内容が見え難い。

●アルバイト的な内容で、実質的なインターンシップに

ならない懸念

●前回の調査で「実施は困難」と回答した企業が7割。

大学側でも「行う予定・希望はない」との回答が約半数で

あったため。

37 25

6 4 5 4

7
大学、行政、経済界のトップによる高校生に対す

る授業…（№8）－AP3

56

5.78 5.4
12 1 0 0 0 1 ●高校生が理解できるテーマの選定がカギ

33 23

8 6 7 6

8

商工会議所、商工会が実施する研修プログラム

の統合化による多様な研修機会の提供…（№7）

－AP2

53

5.78 6.6

11 2 0 0 1 1

●大学などの教育機関に対する具体的な提供方法の

例示などが必要

●地域の実情に応じて、研修機会の提供について、

働きかける先を変えてはいかがでしょうか。

36 17

7 8 7 8

9
高校の卒業生データを活用して、三遠南信地域

へのUターン人財の確保…（№9）－AP3

33

7.78 6.8
9 3 1 0 1 3

●大学が成すべき内容がわからない。

●戻る気を起こさせる魅力が地域に無いと意味が無い

●卒業生データが取得・活用できるかどうか？

高校側への確認が必要。（地元企業としては、卒業生

データの活用は有効。）

17 16

9 9 9 9



資料４－５．アクションプランの実施状況について

アクションプランの来年度以降の取扱方針について

1.1.1.1. アクションプランとして定められているもののうち、アクションプランとして定められているもののうち、アクションプランとして定められているもののうち、アクションプランとして定められているもののうち、WGWGWGWGで実施したアンケートの結果では、高評価は「アクションプラン１で実施したアンケートの結果では、高評価は「アクションプラン１で実施したアンケートの結果では、高評価は「アクションプラン１で実施したアンケートの結果では、高評価は「アクションプラン１

『『『『人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業人財マッチング事業』』』』」に集中しているが、人財の育成と定着化という当初目標を達成するため、アクションプラン１・２・３の」に集中しているが、人財の育成と定着化という当初目標を達成するため、アクションプラン１・２・３の」に集中しているが、人財の育成と定着化という当初目標を達成するため、アクションプラン１・２・３の」に集中しているが、人財の育成と定着化という当初目標を達成するため、アクションプラン１・２・３の

うちから、１つずつに焦点を当て取り組むこととする。うちから、１つずつに焦点を当て取り組むこととする。うちから、１つずつに焦点を当て取り組むこととする。うちから、１つずつに焦点を当て取り組むこととする。

2.2.2.2. アクションプラン１については、現在、優先実施項目と定められているアクションプラン１については、現在、優先実施項目と定められているアクションプラン１については、現在、優先実施項目と定められているアクションプラン１については、現在、優先実施項目と定められている№№№№１～４について評価が高いため継続実施とする。１～４について評価が高いため継続実施とする。１～４について評価が高いため継続実施とする。１～４について評価が高いため継続実施とする。

特に優先実施項目特に優先実施項目特に優先実施項目特に優先実施項目№№№№１について、平成１について、平成１について、平成１について、平成26262626年度事業にて作成した経営者リストを活用し、地域内の学生・生徒への授業機会や年度事業にて作成した経営者リストを活用し、地域内の学生・生徒への授業機会や年度事業にて作成した経営者リストを活用し、地域内の学生・生徒への授業機会や年度事業にて作成した経営者リストを活用し、地域内の学生・生徒への授業機会や

交流機会を創出していく。交流機会を創出していく。交流機会を創出していく。交流機会を創出していく。

例）例）例）例） ①①①① 経営者リスト（冊子）の教育委員会への配布経営者リスト（冊子）の教育委員会への配布経営者リスト（冊子）の教育委員会への配布経営者リスト（冊子）の教育委員会への配布

②②②② 域内高等学校への郵送域内高等学校への郵送域内高等学校への郵送域内高等学校への郵送

③③③③ SENASENASENASENA公式ウェブサイトへの経営者リストの掲載公式ウェブサイトへの経営者リストの掲載公式ウェブサイトへの経営者リストの掲載公式ウェブサイトへの経営者リストの掲載 などなどなどなど

3.3.3.3. アクションプラン２については、評価が高いものから低いものまで分散しているが、その中から「行政、経済界からの地域課題にアクションプラン２については、評価が高いものから低いものまで分散しているが、その中から「行政、経済界からの地域課題にアクションプラン２については、評価が高いものから低いものまで分散しているが、その中から「行政、経済界からの地域課題にアクションプラン２については、評価が高いものから低いものまで分散しているが、その中から「行政、経済界からの地域課題に

対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施（対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施（対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施（対応した大学（ゼミ等）コラボレーション事業の実施（…№6…№6…№6…№6）」について取り組むこととする。）」について取り組むこととする。）」について取り組むこととする。）」について取り組むこととする。

例例例例 ）））） SENASENASENASENA構成員宛に地域課題の抽出構成員宛に地域課題の抽出構成員宛に地域課題の抽出構成員宛に地域課題の抽出

↓↓↓↓

抽出された課題をリスト化し、域内大学に提供抽出された課題をリスト化し、域内大学に提供抽出された課題をリスト化し、域内大学に提供抽出された課題をリスト化し、域内大学に提供

↓↓↓↓

構成員と大学間で直接やり取りを実施構成員と大学間で直接やり取りを実施構成員と大学間で直接やり取りを実施構成員と大学間で直接やり取りを実施

4.4.4.4. アクションプラン３については、当初優先項目への評価が低いため優先項目の見直しを行い、アクションプラン３については、当初優先項目への評価が低いため優先項目の見直しを行い、アクションプラン３については、当初優先項目への評価が低いため優先項目の見直しを行い、アクションプラン３については、当初優先項目への評価が低いため優先項目の見直しを行い、№№№№９を休止とする。９を休止とする。９を休止とする。９を休止とする。

代替の優先項目として「（代替の優先項目として「（代替の優先項目として「（代替の優先項目として「（2222）－）－）－）－1111）－①）－①）－①）－①『『『『三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊子の作成と大都市圏での三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊子の作成と大都市圏での三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊子の作成と大都市圏での三遠南信地域のライフスタイルの紹介冊子の作成と大都市圏でのPRPRPRPR』』』』」について」について」について」について

取り組むこととする。取り組むこととする。取り組むこととする。取り組むこととする。

例）地域内企業に勤務する入社１～３年目（ないし例）地域内企業に勤務する入社１～３年目（ないし例）地域内企業に勤務する入社１～３年目（ないし例）地域内企業に勤務する入社１～３年目（ないし20202020代）くらいの若者のライフスタイル紹介代）くらいの若者のライフスタイル紹介代）くらいの若者のライフスタイル紹介代）くらいの若者のライフスタイル紹介〔〔〔〔冊子やウェブ冊子やウェブ冊子やウェブ冊子やウェブ〕〕〕〕 などなどなどなど

5.5.5.5. アクションプランの進捗管理は、現在の人財育成アクションプランの進捗管理は、現在の人財育成アクションプランの進捗管理は、現在の人財育成アクションプランの進捗管理は、現在の人財育成WGWGWGWGを移行した会議の場で行う。また、会議開催の呼びかけはを移行した会議の場で行う。また、会議開催の呼びかけはを移行した会議の場で行う。また、会議開催の呼びかけはを移行した会議の場で行う。また、会議開催の呼びかけはSENASENASENASENA事務局が事務局が事務局が事務局が

行い、進捗状況の報告は三遠南信サミットの場にて行う。行い、進捗状況の報告は三遠南信サミットの場にて行う。行い、進捗状況の報告は三遠南信サミットの場にて行う。行い、進捗状況の報告は三遠南信サミットの場にて行う。


